
－1－

令和元年度第１回 島根県原子力安全顧問会議 

                        日 時  令和元年８月１日（木） 

                             １３：３０～１７：２６ 

                        場 所  航空会館 ７０１会議室 

○田中ＧＬ 定刻になりましたので、これより今年度１回目となります島根県原子力安全

顧問会議を開催いたします。 

 初めに、島根県防災部次長の奈良から御挨拶申し上げます。 

○奈良次長 失礼いたします。島根県防災部次長の奈良でございます。 

 各顧問の先生方におかれましては、本日は、大変お忙しい中、また大変お暑い中、この

原子力安全顧問会議に御出席いただきまして、ありがとうございます。 

 まず初めに、昨年６月末に顧問を御勇退されました野田先生の後任として、本年３月か

ら宮本先生に顧問に御就任いただき、今回より御参加いただいておりますので、まずは御

紹介させていただきます。後ほど御挨拶をいただきたいと思っております。 

 さて、前回、昨年の１１月７日になりますけども、顧問会議からおよそ９カ月ぶりの開

催となります。その間、島根県では、今年４月に溝口前知事が３期１２年の任期を終えま

して、新たに丸山知事が就任したところでございます。 

 また、島根２号機の審査状況につきましては、基準地震動、基準津波が決まりまして以

降、プラント側の審査が今年２月から再開されており、前回会議から昨日まで１８回の審

査会合が開催されているところでございます。 

 また、防災関係でございますけども、今年度の国の原子力総合防災訓練が秋ごろ島根地

域で行われることが決定しておりまして、国と県で合同して実施することとなっておりま

す。 

 本日は、島根原子力発電所２号機の審査状況及び県の原子力防災対策の取り組み状況に

つきまして御説明させていただきたいと考えております。 

 なお、規制委の審査が進むにつれ、内容がより専門的なものが増えてくることも考えら

れますので、これからのこの会議の進め方については、今後、御相談をさせていただきた

いと考えております。 

 本日御参加の各顧問の先生方におかれましては、さまざまな角度から質疑、意見の御発

言をいただければと考えております。よろしくお願いいたします。 
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○田中ＧＬ 本日の司会進行を務めさせていただきます島根県原子力安全対策課の田中と

いいます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 まず、議事に入ります前に、先ほど次長が申しましたように、本日は、野田先生の後任

として、島根大学の宮本光貴先生に御参加いただいております。宮本先生は、野田先生と

同じ材料物理学、材料工学ですね、主に核融合に耐える材料ということで、核融合炉の壁

材料といったような研究を主にされているとお聞きしております。新任の宮本先生から一

言御挨拶賜りたいと思います。 

 宮本先生、よろしくお願いいたします。 

○宮本顧問 先ほど御紹介いただきました島根大学の宮本と申します。どうぞよろしくお

願いします。 

 私、専門はいわゆる照射損傷という分野で、核融合炉材料や原子炉材料に関する実験的

な研究を学生時代から一貫して行っております。私自身は透過型電子顕微鏡を用いた実験

を得意としておりますが、今は材料中のヘリウムだとか水素同位体の挙動に関する実験研

究を行っております。 

 こういった役回りは初めてなので、すごく緊張しているんですが、ざっと見ると、私が

最若手になるかと思いますので、経験豊富な先生方の御意見を伺いながら、自分なりに意

見を述べさせていただければと思います。至らない点も多々あるかと思いますけれども、

どうぞうよろしくお願い申し上げます。 

○田中ＧＬ ありがとうございました。 

 それでは、本日の議事の進め方に参りたいと思います。 

 本日は、議題を２つ用意しております。まず１つ目の２号機の審査状況ですけども、大

きく２つに分けており、最初に地震・津波関係の説明が一度終わりました後に、一度質疑

に移りたいと思います。その上で、プラント関係、こちらも同様の説明を行った上で質疑

の時間をとりたいと考えております。 

 それでは、議題１の地震・津波関係の審査状況について、中国電力から説明をお願いし

たいと思います。 

○長谷川副本部長 中国電力の長谷川でございます。これから説明を始めるにあたりまし

て、御挨拶を申し上げたいと思います。 

 先生方には日ごろから御指導賜りまして、改めてお礼を申し上げます。 

 先ほど奈良次長から御紹介がございましたけれども、２号機の審査、申請をして５年と
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もう７カ月が経過しております。今年になり、かなりピッチが上がってまいりまして、同

じく先ほどお話ございましたように、プラント側の審査も今大体月に２回から３回の審査

会合を受けていると、こういう状況でございます。計１１４回、今日この同じ時間帯にも

審査会合を受けておりまして、今日は耐震設計でございますけれども、１１５回目の審査

を受けている状況でございます。 

 審査に伴いまして、最近新聞などにも報道がなされております２件について、状況を御

説明したいと思います。 

 まず１件目は、私どもの御当地でございます大山の噴火活動の評価でございます。約８

万年前の活動の堆積層、灰の堆積層が京都で見つかりまして、３０センチぐらいという層

厚でございます。関西電力の審査の中で指導が入ってございまして、関電はこの新しい火

山灰の影響を近々申請し直して審査を受けると、こういう状況になってございます。 

 この堆積層、大山生竹層と呼ばれてございますけれども、今のところ私どもの近傍では

確認されておりません。恐らく風向きの関係かと思いますけれども、いずれにしても、最

も近い島根原子力発電所でございますから、関西電力の申請、審査にあわせて、当社もこ

の堆積層についてしっかりと同じく審査の中で御説明をしていく必要があろうと思ってお

ります。 

 評価対象としては、まず火山灰が仮に降ったとして、その荷重にプラントが耐えられる

か、また、非常用のディーゼル発電機の吸気のほうにこういった火山灰が入ってまいりま

すと安全設備に支障を来しますので、対策が妥当かどうか、こんな観点からしっかりと御

説明をする予定でございます。 

 もう一つ、これは全国共通の課題でございますけれども、震源を特定せず策定する地震

動。私どもは基準地震動を概ね妥当という評価を受けておりますけど、もともと５つの波

で評価しております。そのうちの２つに震源を特定せず策定する地震動、具体的に言いま

すと、北海道留萌支庁南部地震、もう一つは鳥取県西部地震、この２つを織り込んでござ

いますけれども、今般、全国共通の標準応答スペクトルなるものが規制庁から、まだ案の

段階でございますけれども提示をされております。聞くところによりますと、ガル数でい

いますと６００ガルぐらいと聞いておりますので、私どものＳｓ－Ｄ８２０ガルよりはか

なり下回る。また、当社の場合は幸いに敷地の中に揺れを増幅する層はないということで

既に審査、概ね受けてございますので、あまり増幅の心配もないと思っておりますけれど

も、同様にこちらも今後の対応課題と認識してございます。 
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 今日もそれぞれ担当が来ておりますので、これからしっかり御説明をいたします。先生

方からの引き続きの御指摘、御指導を賜ればと思います。どうかよろしくお願い申し上げ

ます。 

○岩崎担当部長 審査の対応をしております電源事業本部の岩崎でございます。お手元の

資料１に従いまして、まず前半の地震・津波というところまで御説明いたします。 

 資料１、１ページ目をお願いいたします。審査の概要、２号機適合性審査の概要という

ことで、審査の全体像、地震・津波関係の審査の状況、まずここまでを３０分程度で御説

明いたします。そして質疑応答の後に、設備関係、また３０分程度御説明させていただこ

うと考えております。 

 ２ページ目、お願いいたします。審査の全体像、状況でございます。 

 ３ページ目、こちらは見ていただいております１号機、２号機、廃止措置中の１号機、

現在審査真っただ中という２号機、昨年新規制基準への申請をいたしました３号機という

状況でございます。 

 ４ページ目をお願いいたします。この図の左側が従来の規制基準、右側が新しい規制基

準でございます。この審査の部分は大きく一番下の灰色になっております地震、地盤、津

波関係、このあたりが右側では大分強化され、内容が増えていると。また、設備関係は、

緑色の部分でございますけども、設計基準事故の対応で、事故を起こさないための規制が

強化されてございます。新たに内部溢水に対する考慮ですとか、自然現象は、火山や竜巻、

また森林火災についても審査が進んでございます。また、シビアアクシデントの対応とい

う従前は事業者の自主であった部分が、事故の進展を防ぐための規制という形で追加され

てございます。また、意図的な航空機衝突も規制として追加されてございます。 

 ５ページ目、お願いいたします。こちらが審査会合の状況を一覧にまとめたものでござ

います。本日御説明します審査項目は赤枠でくくっているものでございます。また、この

個別の審査の状況で、実施済みとか回答済み、ないしは実施中と書いたものがございます。

例えば、地震は実施済みと書いておりますけども、これは審査会合におきまして、概ね妥

当という御判断がなされたものを実施済みとしております。また、重大事故対策ですとか

設計基準の対策につきましては、それぞれの審査が関係し合っているということで、一つ

の審査が終わったからといって概ね妥当という発言はされませんので、コメントの回答が

終わったもの、審査会合でコメントが終わったものについて、回答済み、一段落したとい

う状況をお示ししてございます。 
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 地震のところで一番下、地盤・斜面の安定性が未実施と書いてございますけども、地

盤・斜面の安定性は、重大事故対策等の中で出てきます物を置きます場所とかルートが関

係しますので、そういう審査を踏まえてというお話がございまして、現在、未実施という

状況でございます。 

 左側、重大事故対策の関係では、確率論的リスク評価、事故シーケンスの選定、そして

有効性評価が２月以降進んでいる状況でございます。 

 また、右側、設計基準事故対策でございますけれども、大分赤で囲っておりますけど、

これ、設計基準事故対策の審査がかなり進んできている状況でございます。一部残ってお

ります通信連絡設備とか監視測定設備につきましては、重大事故対策ともリンクしますの

で、そちらの審査にあわせて審査されるという状況でございます。 

 審査の状況、５ページは以上でございます。 

○橋本ＭＧ 中国電力の橋本でございます。６ページ以降から地震関係の審査概要につい

て御説明をいたします。 

 ７ページをお願いいたします。地震関係は、現在、耐震設計方針の審査を受けてござい

まして、４月９日の審査会合から月に約１回程度の審査を受けてございます。７ページの

２つ目の丸に記載してございますけども、４月９日の審査会合におきまして、当初申請に

おいて施設の耐震重要度分類の変更を盛り込んでおりましたけども、取りやめをすること

にいたしまして、これに伴いまして、地震大によるＭＳＩＶ閉止インターロックの設置も

取りやめることを御説明してございます。 

 その理由は、８ページに記載をしてございます。８ページの中段のあたりをご覧くださ

い。施設の耐震重要度分類の変更は、こちらに記載の２回の審査会合で御審議いただいた

んですけども、発電用原子炉施設の耐震重要度分類に関しては検討課題が多いと、また、

多岐にわたる議論を要すると判断して、２号炉の新規制基準適合審査においては当初申請

の耐震重要度分類の変更は取りやめます。 

 それから、ＭＳＩＶ閉止インターロックを取りやめる理由は、耐震重要度分類の変更を

取りやめましたので、タービン系配管等をＢクラス設備として耐震補強することにより、

地震時の配管破損に伴う被曝リスクが低減することと、このインターロックの取りやめに

より、タービン系配管が破損していない場合に、タービン系設備による冷却機能の使用が

容易となることから、あわせて取りやめを行っております。 

 続きまして、９ページから１５ページにかけ、弾性設計用地震動Ｓｄの設定について御
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説明します。 

 弾性設計用地震動Ｓｄは、６月１８日の審査会合にて、設定根拠を説明してございます。

９ページの下の図をご覧いただきますと、左側が水平方向のスペクトルになりますが、凡

例の上から８つの線、黒い実線から青い点線まで、これが基準地震動Ｓｓ５種類にそれぞ

れ係数０．５を掛けて設定したＳｄになります。 

 それから、黒の一点鎖線の線が２号機の建設当時に設定しておりました基準地震動Ｓ１

のスペクトルになります。当社ではこの施設が基準地震動Ｓ１によって設計されてきたこ

とも踏まえまして、このスペクトルを概ね下回らないオレンジのラインをＳｄ－１という

ことで、追加で設定することにしてございます。 

 １０ページ以降にその考え方の詳細を記載してございます。 

 １０ページ、箱書きで記載しておりますのが、４月９日の審査会合にて御指摘を受けた

内容で、Ｓｄの設定について詳細に説明することという御指摘をいただいております。島

根の場合、全てのＳｓに０．５を乗じて設定したＳｄをまず設定します。それから、Ｓ１

の果たしてきた役割を踏まえ、Ｓ１の応答スペクトルを概ね下回らないよう配慮した地震

動もＳｄとして設定することを６月１８日の審査会合で御説明をしております。ですので、

基準地震動Ｓｓは、島根は５種類ですけども、Ｓｄは６種類になるということです。 

 １１ページには係数を０．５とした設定根拠を示しており、こちらの図は日本電気協会

の報告書に載っている図になります。せん断ひずみが、２×10-3のところにオレンジの線

が引いてありますけども、これがＳｓに対する許容限界となっております。これに対して、

このときの加速度に０．５を掛けたらどのあたりに来るかを緑の線で示しております。こ

の緑の線を見ますと、概ね弾性範囲にございますので、Ｓｓ×係数アルファというのは０．

５あたりが妥当な値であることをこの図で示してございます。 

 １２ページをお願いします。１２ページがＳ１を踏まえてＳｄ－１を追加で設定する考

え方を記載してございまして、図１に加速度応答スペクトルを記載しております。この中

で、薄いグレーの線がＳｓ－Ｄになります。黒の一点鎖線が２号機の当初申請時のＳ１に

なります。Ｓ１は８８０年出雲の地震をマグニチュード７．４として設定してございまし

たので、他のサイトに比べても島根はＳ１が非常に大きいという特徴がございます。他の

サイトでもＳｄを設定する場合にはＳ１のスペクトルも包絡するように係数を掛けて設定

されているんですが、島根で同じようにＳｓに係数を掛けてＳ１を包絡しようとすると、

青い線で引いておりますように、０．８という大きな係数を掛けないと包絡できないとい
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うことがございます。では０．８という係数がどのあたりに来るかを図２に０．８倍の加

速度を赤のひし形でプロットしておりますけども、０．８を掛けたＳｄは大体塑性域に入

っているレベルになるということで、Ｓｄとしては過大であるということをこの図の中で

御説明をしております。これらを踏まえ、今回、このオレンジで引いておりますＳ１のス

ペクトルを概ね下回らないようなＳｄ－１と追加で設定することを説明しております。 

 １３ページには、０．８倍とした場合に実際どういったことが起こるのかを具体例をも

って示しなさいという御指摘も受けておりましたので、０．８倍でＳｄを設定したらもた

ない構造物などが出てくる可能性があるという内容を表の中で記載しております。例えば

炉内構造物のブラケットとか制御室建物はＳｓに対しては許容限界以下ですけども、０．

８倍のＳｄに対しては目安値を超えてしまう問題が発生することをこの中で記載してござ

います。Ｓｄは、現在もより詳細に説明を充実することという御指摘を受けておりまして、

審査は続いているんですが、このＳｄ－１を追加して設定することは、否定的なコメント

は受けてございません。 

 １４ページは、Ｓｄの年超過確率を示しています。発生確率としても妥当なレベルだと

いうのを示した図になります。 

 １５ページは、先行プラントのＳｄの設定方法などと比べても我々の今回の設定方法は

最もベターだということをまとめた表になってございます。 

○黒岡担当部長 電源事業本部の黒岡と申します。残りの耐震と津波に関して説明させて

いただきます。 

 まず、１６ページでございますけれども、耐震設計におきましては、地下水位の設定が

非常に重要になってまいりまして、６月１８日の審査会合におきまして、その設定方法に

ついて説明いたしております。基本的な考え方は、適切に揚圧力影響、液状化影響を設計

に反映する観点から、建物、構築物、屋外重要土木構造物、それから津波防護施設、防波

壁ですけれども、こういうものを対象に設定していくということでございます。現在は設

置許可段階でございますので、詳細は工認段階で詳細に設定していくことを考えておりま

す。 

 地下水位の設定について、この後数ページにわたり概要を説明させていただきます。 

 １７ページをご覧ください。津波防護施設でございます。海に面して１．５キロメート

ルの防波壁を島根原子力は作っておりますけれども、４種類の防波壁のタイプとなってお

ります。まず、一番上にあります、３号機の北側に青い線を引いておりますけれども、そ



－8－

れが波返し重力擁壁でございます。一部水色の部分がありますが、これは、地盤改良を行

っているタイプでございます。この地盤改良につきましては、現在実施中でございます。

それから、緑色の部分ですけれども、３号機の東側、これが鋼管杭式逆Ｔ擁壁でございま

す。それから、最後に赤い部分ですけれども、１、２号機の北側になりますが、多重鋼管

杭式擁壁（岩盤支持）で、いずれにしても、岩盤にきちんと岩着させた強固な防波壁を構

築しております。 

 １８ページをご覧ください。地下水位の設定の前に、地下水位の観測をしております。

これは、先ほど申し上げた防波壁が平成２５年の９月に完成しておりますけれども、その

設置後の平成２６年１１月から現在まで連続観測しております。図面の赤い点の部分で地

下水位の連続観測をいたしております。 

 １９ページをご覧ください。２号炉周りの地下水位低下設備の概要でございます。集水

管、サブドレーン及びサブドレーンピットの配置でございますけれども、真ん中にありま

す赤い格子が２号炉の原子炉建物の下にありますサブドレーン、その周りに緑色で集水管

がございます。それを集めて原子炉建物の左手側にありますサブドレーンピットで水を集

水して排水していく構造でございます。 

 ２０ページをご覧ください。これが観測記録を用いた観測水位のコンターでございます。

これが先ほど申し上げた、平成２６年１１月から行っております記録と、構内でさまざま

な設備をつくるためのボーリング調査時に確認した地下水位に基づきコンターを作成して

おります。ただ、いずれにおきましても、２号炉、それから３号炉の周りにはサブドレー

ンがございまして、この地下水位低下設備が稼働している状態でのコンターでございます。 

 審査会合のコメントは、これらのサブドレーンとかポンプが稼働している、していない、

それから降雨があるなし、それから地盤改良、３号機の北側に部分的にしてないところも

ありますので、地盤改良をしているとか、していないという影響を加味した分析を詳細に

してくださいと。それから、その分析に当たりましては、科学的根拠、シミュレーション

に基づく説明をして、最終的には地下水位を保守的に設定してくださいというコメントを

いただいております。 

 ２１ページが地下水位の設定の例でございますけれども、それぞれの建物、構築物ごと

に、右側に書いてある地下水位を設定していくよう考えておりますけれども、この数値は、

工認段階で詳細に御説明をさせていただくことになります。 

 ２２ページからが液状化でございます。液状化につきましても６月１８日の審査会合で
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液状化現象に対する評価方法の基本方針を説明いたしております。液状化は、道路橋の示

方書、道路協会でございますけれども、それと港湾協会によります港湾の施設の技術基準

というものがございまして、それに基づく液状化判定の対象となります砂礫層に加えて、

対象外となりますけれども、念のため埋め戻し土、掘削ずりも抽出し、液状化試験を実施

いたしております。この結果、液状化を示す土層はなかったんですけれども、保守的な液

状化強度特性を設定することを説明いたしております。以下、数ページで概要を説明させ

ていただきます。 

 ２３ページ目をご覧ください。液状化の試験の試料の採取位置とその代表性ということ

で、左側が埋め戻し土の分布範囲、そして試料を採取したところが青い部分でございます。

それから、右側の絵が砂礫層の分布範囲と、限られておりますけれども、実際の試料を採

取した位置でございます。これらにつきまして、液状化の試験を実施いたしております。 

 ２４ページ目が結果でございます。一番下の赤い四角に書いておりますように、液状化

試験の結果、液状化を示す土層はありませんでしたけれども、念のため液状化強度特性を

設定し、保守的に構造物への影響評価を実施するということを説明いたしております。 

 ２５ページをご覧ください。２５ページも液状化影響の対象設備という表でございます

けども、これも地下水位の設定と同じように、工認段階におきまして、実際に液状化影響

評価対象施設を選定すると御説明をさせていただいております。 

 以上が地震関係の説明でございます。 

 続きまして２７ページ、ここからが津波関係の説明でございます。 

 昨年の９月２８日の審査会合にて、基準津波の策定は概ね妥当と評価されております。

その後、１２月１４日の審査会合で、基準津波に伴う砂移動評価、それから今年の１月１

８日の会合で、基準津波の年超過確率について概ね妥当と評価をされております。今年の

６月２８日の審査会合にて、１号放水連絡通路防波扉地点の基準津波の評価結果について

説明しましたけれども、引き続いて審査の中で説明を行ってまいるということにしており

ます。 

 ２８ページをご覧ください。基準津波の最高水位を書いております。申請時は敷地での

最高水位は９．５メートルでございましたけれども、審査会合を受けまして、１１．６メ

ートルに変更となっております。右下の絵で防波堤の位置と書いておりますけれども、破

線で示しております２カ所、この防波堤がある場合とない場合というものも結果的に評価

することになりまして、防波堤がない場合に１１．６メートルという最高水位になってご
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ざいます。 

 先ほどの前のページで１号放水連絡通路防波扉と申し上げましたけれども、この右側の

絵の一番右端ですね、防波壁とかはないんですけれども、１号機の放水口、それからそれ

に続く連絡通路、扉がございますけれども、ここを当初評価地点として明記しておりませ

んでしたので、この評価地点をしたらどうかということで、審査が続いているというもの

でございます。 

 ２９ページをご覧ください。基準津波でございます。基準津波、１から６までございま

すけれども、主に日本海東縁部ということで、秋田県沖で起こる地震による津波、それか

ら地震発生領域を連動した断層長さ３５０キロに基づく基準津波、それから、基準津波４

ということで、前面の海域、Ｆ－ⅢからＦ－Ⅴ断層による地震による津波、合計６つの基

準津波を設定しております。 

 ３０ページをご覧ください。それらの基準津波に伴い砂移動がございまして、その評価

を行いました。結果といたしましては、取水口位置における最大の堆積厚さは０．０２メ

ートル、２センチでございます。海底面から取水口の吞口の下端までは５．５メートルご

ざいますので、それに対して十分に小さく、取水への影響はないことを確認しております。 

 それから取水槽、紙面の左手側ですけれども、ここでも最大堆積厚さは２センチという

ことで、これは取水槽の底面から補機の海水ポンプの下端までの高さ５０センチに対して

十分小さく、取水への影響はないことを確認しております。 

 ３１ページがそれらの砂移動評価のシミュレーションのフローでございます。 

 ３２ページが結果の一覧でございますけれども、基準津波１から６までいろいろ計算し

ておりますけれども、赤枠で囲んであります基準津波１の場合が一番大きい２センチとい

う評価になっております。 

 ３３ページが取水槽での砂移動評価のシミュレーションのフローでございます。 

 ３４ページが結果でございまして、これも基準津波１から６まで計算しておりますけれ

ども、同様に２センチという基準津波１の場合が一番大きな数値となっております。 

 ３５ページからが基準津波の年超過確率の御説明でございます。超過確率を算出するに

あたりまして、日本海東縁部に想定される地震による津波、それから海域活断層から想定

される地震による津波、これから選定しまして、波源ごとに作成されたハザード曲線を合

成することによってフラクタイル曲線を作成し、水位に対する年超過確率の参照を実施い

たします。また、領域震源による津波は、簡易予測式を用いてスクリーニングを行って、
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評価の要否を検討いたします。これらのやり方は、土木学会２０１６に基づいて行ってお

ります。 

 ３６ページ以降が結果でございます。３６ページが水位の上昇側でございますけれども、

施設護岸防波壁におきまして、１０万分の１から１万分の１程度、年超過確率がその程度

の評価としております。 

 ３７ページが水位下降側でございます。２号取水口で１０万分の１から１０００分の１、

取水槽におきましては１万分の１と評価しております。 

 ３８ページ目以降が耐津波設計方針でございます。２月２６日、それから５月２１日の

審査会合におきまして、津波が到来した場合でも安全上重要な設備に影響を及ぼさないこ

とについて説明いたしております。対象となる設備は、この下の表、それから絵に描いて

おりますように、防波壁、防波扉から取水槽、それぞれ津波防護施設であるとか浸水防止

設備、それから津波監視カメラ等の津波監視設備という３つの種類で設備が分類されてお

りますけれども、それぞれについて説明いたしております。 

 ３９ページが、その際出た論点でございますけれども、１番から７番までございます。

まず、１番目として、防波堤が地震により損傷した場合の運用方針の妥当性・有効性と、

２番目が、防波壁の端部の地山の取り扱い、それから３番目が防波壁の構造成立性、４番

目が地下水位と液状化、５番目が浸水防止重点化範囲の設定、６番目が漂流物の影響評価、

７番目が入力津波の設定プロセスということで、非常に多岐にわたりまして論点が整理さ

れておりますので、次のページ以降、この１番、２番、６番、７番につきまして、回答の

一例を紹介させていただきます。 

 まず、４０ページでございます。まず、論点１といたしまして、防波堤が地震により損

傷した場合の運用方針の妥当性、有効性でございますけれども、検討プロセスや他の方針

と比較した場合のメリット、デメリットを含めて説明することというコメントいただいて

おりまして、評価した結果、４１ページになりますけれども、２号炉取水槽の防水壁の改

造ということで実施することといたしております。４１ページにありますように、防水壁

の高さをＥＬ１０．８から１１．３メートルに５０センチほどかさ上げするということで、

防波堤がない場合の入力津波に対して裕度を考慮しても敷地への津波の流入防止が達成で

きるという結論を得ております。 

 ４２ページでございます。論点２、津波防護施設の障壁となる地山の扱いでございます。

４３ページがその地山の扱いで、防波壁がこの青いラインでございますけれども、この東
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端、西端、これが地山になっていると、こういうサイトが先行電力にはないということで、

この地山の扱いについて説明を求められております。地質的な説明、それから山の安定性

の話でございます。 

 ４４ページが回答の一例でございますけども、地質調査の結果も説明しております。こ

れが防波壁の西側の端部の地山でございますけれども、防災科研の調査で地すべりの地形

も見られているということもありまして、詳細な説明を求められております。真ん中の絵

にありますように空中写真の判読結果、それから右側にありますような開削面露頭のよう

な現地踏査の結果をあわせましても、特に滑落崖とか地すべり土塊はともに認められない

ことを御説明しておりますけれども、もう少し詳細に地質学的な考察をするようにと、そ

れから、周辺斜面の安定性評価も説明してくださいとコメントを受けておりますので、今

後説明していきたいと考えております。 

 ４５ページでございます。これが論点６の漂流物の影響評価の妥当性ということで、漂

流物調査の範囲として、現在、発電所から２キロメートルという調査範囲を設定している

ことにつきまして説明を求められております。 

 ４６ページをご覧ください。２キロメートルとした根拠をここに記載しておりますけれ

ども、この右側の表にありますように、１、２、３、４、２番目には赤枠しておりますけ

れども、におきます津波の継続時間を保守的に４分、２４０秒としまして、その１波によ

る移動量を４５０メートルと算定すると、それを２倍して、それに加えて、切り上げて２

キロと説明しておりますけれども、先行炉では５キロメートルが調査範囲ということもあ

りまして、審査会合では津波の特性をきちんと把握した上で、考慮した上で詳細にこの２

キロメートルの妥当性を説明することというコメントをいただいておりますので、今後対

応していきたいと考えております。 

 ４７ページ以降が入力津波の設定プロセス及び結果の妥当性ということで、入力津波を

設定する際の不確かさの要因の網羅的な抽出とその要因の影響を踏まえた考慮すべき要因

の選定というコメントをいただいております。 

 ４８ページが影響要因を検討した結果でございまして、地震による地形変化とか潮位変

動、地震による地殻変動、それから管路状態、通水状態ということで、様々な影響要因に

よってこの入力津波の設定に考慮すべきかを検討いたしております。 

 ４９ページがそれらをフロー図的に設定プロセスとしてまとめたものでございますけれ

ども、左側が津波の高さ、それから右側が津波高さ以外ということで、それぞれ地震によ



－13－

る地形変化、潮位変動、地震による地殻変動であるとか管路状態を踏まえて入力津波をど

う設定していくか、それから、津波高さ以外では流況等を考えまして、地震により地形が

変わるんじゃないかということを考えて、入力津波を設定していくということを説明いた

しております。これにつきましては、今後まだ審査会合の中で詳細に説明していく必要が

あると考えております。 

 以上をもちまして、審査の全体の実施状況、それから地震・津波関係の説明を終わらせ

ていただきたいと思います。 

○田中ＧＬ 御説明ありがとうございました。 

 １つ目の議題の前半部分の地震・津波関係の審査状況についてまず御説明いただきまし

た。先ほど説明いただきました内容のうち、冒頭のほうにありました耐震重要度分類変更

の取りやめ、これは過去の顧問会議でも議論いただいております。それから、それに伴っ

て、地震大検出、これで自動的にＭＳＩＶを閉止するインターロックの設置の取りやめ、

今回こういった御説明いただきました。これについて、グレーデッドアプローチを目指し

て今までチャレンジされてきたわけなんですけども、紆余曲折があって、もとに戻された

ということです。人的リソースが全体として限られているとすると、その資源をより重要

な設備に配分することで、総合的なプラントの安全性に資する、こういった御説明を過去

にこの顧問会議の場でもしていただいたと思ってます。 

 それから、耐震だけじゃなくて、熱応力も考えた総合的な安全の視点、そういったとこ

ろでこういった検討を今までされてきたと、そういった御説明もあったところだと思いま

すけども、個人的には、こういった考え方も一理あるのかなとずっと考えてはいたんです

が、最終的にもとに戻されたということで、本日御説明がありました。 

 結果として、従前の耐震重要度分類の考え方へ戻りましたので、あえて論点化して議論

する必要はないかとも思うんですけども、これまで顧問会議のほうで今まで何度となく議

論していただいたところになりますので、まずはこの論点に絞って御意見を伺いたいと思

います。 

 このあたり、野口先生、いかがですか。以前にコメントいただいたと思っておりますけ

ども。 

○野口顧問 技術的には、安全というのは最新の知見を入れるということも必要なのです

けが、全体の検討のバランスの中で考えて、やっぱり確かな手法で確実にやっていくとい

うことも重要だと思うので、結果として保守的な評価になって、安全性を検討するという
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ことであれば、私は特にこういう手法でなくてはいけないというふうな立場をとっていま

せん。 

○田中ＧＬ ありがとうございます。 

 ほかにこの耐震重要度分類の件に関しまして、御意見のある顧問、いらっしゃいません

でしょうか。 

 では、内田先生、よろしくお願いいたします。 

○内田顧問 ちょっと的外れかも知れませんが、今、田中さんの説明を聞くとある程度理

解できたんですけれど、この８ページに書いてあるところだと、何か自分たちで提案して、

非常に複雑だから、これ以上はやめますというようにしか読めませんでした。だから、も

う少し丁寧な説明が必要かなと思ったんですけれども、どうですか。 

○岩崎担当部長 中国電力、岩崎でございます。資料の７ページ目に書いておりますけど

も、例えばタービン系の設備というのは耐震重要度分類でＢクラスということで一般的に

は定められておりました。また、廃棄物処理系の設備についてもＢクラスということで整

理されたものがあったと。そうした中で、実際にそれらの設備が壊れたときに被曝への影

響はどうかと個別に評価してみますと、思ったよりもそれほど被曝の影響はないと。そう

いうことであれば、Ｃクラスとすることもできるのではないかと。また、ＢＷＲにおきま

しては、タービン系の設備の補強というのは相当な工事でございます。そうしたことも考

えれば、合理的な設計もできるのではないかということで、ただし、そのためには主蒸気

隔離弁を閉止してやらないといけないということがございました。どういうことかと申し

ますと、原子炉の中の燃料に一部破損があるような状態で原子炉の圧力が下がったという

場合には、燃料の中にあります放射性物質が出ていくと、それが系外に放出されるという

被曝の評価をしますとそれなりな値になるということで、この耐震重要度分類の見直しを

するためには、主蒸気隔離弁を閉めてやるというインターロックが必要だという判断をい

たしました。 

 その後、その耐震重要度分類の見直しにつきましては、やはり個社だけで対応していく

というのはなかなか大きな議論でございまして、当社にとって取り組んでいくのは大変だ

ということもありまして、重要度分類の見直しをやめると、またあわせて主蒸気隔離弁Ｍ

ＳＩＶを閉止するインターロックについて、ではインターロックだけでも残すのかという

ところを検討いたしましたけれども、このインターロックを設けると、放出を止めること

はできますけれども、ヒートシンク、熱を除去できます復水器が使えないことになります。
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そうした中、トータルに考えますと、やはり耐震性の補強もしていくこともあわせ持って、

ＭＳＩＶ閉のインターロックを取りやめるという判断をしたところでございます。 

○内田顧問 それで分かるのですけど、私が言ったのは、８ページに書いてあるのが余り

にも単純といいますか、簡単に書き過ぎじゃないかと、今言われた中国電力だけでは非常

に難しいので取りやめる、それだけが前面に出てきているような感じがします。総合的に

判断してこういう結論に至ったというのをもう少し書かれたほうがいいのではないかとい

うことです。 

○岩崎担当部長 中国電力、岩崎でございます。また今後、このようなことを説明してい

く場合におきましては、よりわかりやすく伝わるようにしていきたいと考えます。ありが

とうございます。 

○田中ＧＬ そうしますと、耐震重要度分類、この議題、進めさせていただいても構いま

せんけど、これに加えまして、弾性設計用地震動のＳｄの設定の考え方あたりについても

いただけますでしょうか。 

 じゃあ、釜江先生、よろしくお願いいたします。 

○釜江顧問 この前YouTubeを拝見したんですけど、どういう議論をしているのかぴんと

こなかったんです。今日の資料をいろいろと見させていただいて、合理的な設計というの

はどういう意味を持っているのかと？。昔、私自身も規制庁とＳｄの決め方についていろ

いろ議論したことあります。もともと新耐震設計指針ですね、２００６年、原安委でつく

ったやつです。あのときに今回のようなＳｓというのが初めて出てきて、それでＳ１、Ｓ

２がなくなりました。Ｓ１、Ｓ２は確率的な背景もあり、起こりにくく強い地震、起こり

やすく弱い地震のようなイメージで、地震学的に決めていたと思います。それがＳｓとい

う地震動に一本化されたときに、Ｓｓというのは機能維持を目指したレベルですから、建

物の機能維持というのはひび割れ程度のレベルは許容することになります。ところが、バ

ックチェックのとき、バックチェックというのは既設のものにはSsで機能維持は確認でき

ますが、新規の設計となると、当然許容応力度設計という枠組みがあって、建築基準法も

そうですけど、まず物を弾性設計することから始まります。そのときに、規定されている

のがＳｓだけだと、Ssで弾性設計すると過大設計になりますよね。それで当時の東大の秋

山先生が、ＲＣの壁構造の非常に硬い建物の弾性レベルが機能維持（ひび割れ発生）のレ

ベルの半分ぐらいということで、Ｓｓの半分ぐらいにして弾性設計しておけばＳｓが来て

も機能は維持できるだろう。と言うような工学的判断で決めたと当時の議事録には書いて
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あるんですね。 

 それで、疑問に思ったのは、硬岩サイトはいいんだけど、軟岩サイトではSdはどうやっ

て決めるのか？。硬岩サイトみたいにＳｓイコール建屋への入力地震動のような場合は良

いんだけど、軟岩サイトだとどうなるんですかって。そんな解放基盤で決めたSsの半分が

建屋基礎位置に上がってきたときにどうなるかと。そういう問題を提示していろいろと規

制庁の人と議論したことがあります。最近の審査でもそのところはあまり議論がされずに、

やはりＳｓの半分とかで審査されている。 

 それとは別に昔のＳ１が出てきて、Ｓ１包絡が推奨されて、当然Ssの0.5倍ということ

で、全周期帯で0.5倍しますから、今回もそうですけど、０．３秒あたりが非常に大きく、

0.8倍ぐらいでないと包絡しないって言う変な議論になっているようです。Ｓ１も参考に

しなさいというのはどこかに書いてあったのか、私もその辺はちゃんと記憶してないんで

すけども、少なくともＳ１とＳｄとは全く違う、すなわち決め方が違う話なので、それを

今、無理繰りに関係づけようとすると、サイトによっては今回の島根のようなことが起こ

るのは当然の話だと思います。それで、0.8倍だと合理的な設計ができないのは当然です。

合理的な設計というのは分かりにくいですが少なくとも耐えられないということですね。

建物はどうかわかりませんが、機器なんかがもたないという話になっちゃうのかもしれま

せん。でももともとは建物をＳｄで弾性設計をして、中にある機器は当然床応答で決まっ

てくる話ですから、まずはそれを決めようというのが多分Ｓｄの発端だったと思います。

それが知らない間に色々と変わってしまっているように感じます。この前のYouTube見て

もやはり何かそういう議論になっていて、事業者にそれをどう説明をしろと規制庁は言っ

ているのか、私自身はよくわかりませんでした。中国電力さんも合理的な設計ができない

と言うと、それはどういう意味ですかなどとの質問が規制庁から出たりしてたと思います。

最終的に一つの折衷案で、Ｓ１をちょっと延ばしてそれも一つのＳｄにすると、ある部分

が過小評価になってしまうので、Ｓ１残してＳｄにしますと言っているんだけど。このサ

イトはそれでいいかもしれませんけど、もともとのＳｄというのはどういうものかという

ことを本来はあの場で電力さんが議論されるかと思って、少し期待してました。結果的に

は余りそういうところへ議論が行くと余計に混乱するので、多分議論の対象にはならなか

ったかもしれません。繰り返しですが、もともとのＳｄができたときの経緯からすると、

最終的に規制庁が新たなＳｄとして、ほとんどはSsを0.5倍して、１本だけＳ１をきゅっ

と横に延ばして、それもＳｄにしますということで、規制庁が了承するかどうか、何を根
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拠にそれを了承するのかよくわかりませんけど。地震学で決まったもの（S1やS2）と構造

工学で決まったもの（Sd）とが何か混同されているんですね。昔みたいに５万年、１万年

という、少し発生確率が違うもの、これは建築基準法における１次設計、２次設計の考え

方のように、耐用年数中何度か起こるものは１次設計で弾性範囲でやると、それでほとん

ど起こらない地震に対しては倒壊しない範囲で、弾塑性でもいいよというような話と、今

のＳｄとＳｓの違いに似たところがあるとは思います。ただ、その決め方には、建築基準

法の方は地震の発生確率みたいなものが背景にあるんだと思うのですが、原子力の場合は

それがないですよね。今までの議論を見ていると。単にSdをSsの0.5倍に落とすというの

は構造工学的に出てきた話だと私は思っています。そうすると、この枠組みは新設の場合

は当然大事な話だと思いますが、既設のものに対しても当然バックフィットだからといっ

てＳｄを決めて、それで弾性じゃなかったら補強しなきゃいけない。島根の場合、Ssの0.

8倍でＳ１を包絡しなきゃいけないということがmustであれば、施設を補強しなきゃいけ

ない。それが合理的な設計とおっしゃっているのかわかりませんけど、そういうことを規

制庁は求めているんですよね。そこまでバックフィットさせるのか。そうするとＳｄも非

常に大事な値になってくると思うんですよね、はっきり申し上げて。 

 これは今審査を受けている状況の話なので、この場で私自身がどうのこうのって話じゃ

ないですが、これは感想だと受け取ってください。今後、そのあたりがどう折り合いがつ

くのかわかりません。今のＳ１そのまま延ばすということも、Ｓｄに入れるということだ

けで、１つＳｄを増やせばその結果０．８倍にしなくてもいいよという話になれば、結果

的にはほとんど何も影響がない。少なくともＳｓで原子炉施設が安全であればいいという

のが求めていることですから、それをしっかり確認できていれば私はいいとは思います。

感想という言い方は変ですが、あの議論を聞いてると、どう収拾するのかと思ってちょっ

と心配になった次第です。 

○橋本ＭＧ 中国電力の橋本です。いろいろ貴重な御意見ありがとうございます。 

 先生がおっしゃられたように、指針改定のときには、まず、基準地震動の策定というこ

とでＳｓを決めましょうと、そのＳｓに対する安全機能保持を確実にするというために、

設計のときに使うＳｄというので設計をしておけば、Ｓｓのときにも安全機能がほぼ確保

できるでしょうという考えのもとで、秋山先生なんかがＳｄというものを提案されたとい

うふうに認識をしております。その比率としてはやっぱり０．５程度、先行の他社も見て

みますと０．５から０．６ぐらいの係数にしておられます。大体それぐらいが相場観とし
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ては妥当なレベルだと思っています。 

 今の新規制基準で旧Ｓ１を包絡しなさいというようなことはどこにも実は書いてござい

ません。それは先行サイトの審査の実績としてそういうことも踏まえていると。その踏ま

えている理由としては、平成１８年改定の旧耐震設計審査指針、Ｓｓに変わったときの解

説の中に、Ｓｄというのは、昔のＳ１が担ってきた役割の一つを担うんだということが書

かれています。要は指針改定のときに、当時、ＡクラスとＡｓクラスをひっくるめてＳク

ラスにするという話と、Ａクラスというのは、例えば建物でいいますと原子炉棟はＡクラ

スですけれども、それはＳ１で弾性設計をしていたと。そういったことで、それが今はＳ

クラスに原子炉棟もまとめて格上げになっているといったこともありまして、昔、Ｓ１で

設計されてきたことの連続性という意味でも、先行サイトでも包絡をするということで考

慮されていると我々も受けとめていまして、何らかＳｄの中で旧Ｓ１も考慮したいと考え

て検討してまいったわけなんですけども、やはりＳｓのスペクトルの形でそれをやろうと

するとどうしても無理があるというところでして、今、いろいろ審査を受けているところ

です。 

 ８８０年出雲の地震、昔の宇佐美先生の論文で、マグニチュード７．４ということでＳ

１を決めておりましたので、かなり大きなＳ１になっていまして、最近の被害地震総覧で

すとマグニチュードがニアリーイコール７となっていますので、そのラインを引くと、Ｓ

ｓ－Ｄの０．５倍でも包絡できているわけなんですけども、Ｓ１というのは既にマグニチ

ュード７．４で許可になっていますので、そういったことも踏まえてということです。な

かなか苦しいところではございますが。 

○田中ＧＬ ありがとうございます。 

 Ｓｄの件は、複雑な話になってきましたので、続きというわけにいかないですけど、そ

うしますと、特に論点を決めずにディスカッションしていただきたいと思いますので、地

震・津波関係全般、全体通して御意見ありましたらよろしくお願いいたします。 

 それでは、野口先生、よろしくお願いします。 

○野口顧問 前も聞いたかもしれませんが、今、地震波を入力するときの炉の状況に関し

ては、いろいろな状況があって、その状況に応じて安全性の評価は違うと思いますが、例

えば一番炉の弱い状況である燃料の出し入れ時に地震に見舞われたという評価ってやられ

てますか。 

○岩崎担当部長 中国電力、岩崎でございます。具体的に燃料の出し入れ時の評価という
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ことですので、プラントの停止中に自動の燃料取替機で、燃料つかみ具で燃料をつかんで

いるときに地震が来たときに大丈夫かということが想定されるかと思います。実際に設備

の設計にあたっての荷重評価の際に、耐震の荷重も考慮していたかどうかを確実に今、手

元に押さえているわけではございませんけれども、私の考えでは地震荷重も包絡して設備

は設計できているものだと、例えば燃料のつかみ装置についても随分余裕を持って設計し

ておりますので、燃料自体もさほど重たいものではございませんし、水中での水の力など

を考えても、それで燃料が落ちるようなものではないと考えてございます。 

○野口顧問 どういう質問の意図かというと、どうしてもこういう安全性評価のときに、

専門性によってこだわるところが違いまして、例えば地震に関しては、活断層の長さとか

地盤特性だとか応答スペクトルという、専門のところによっていろんな要求があると思う

のですが、最終的に原子力は安全かという面から見ると、地震の境界条件以外にもどうい

う炉の状況か、例えば完全にクローズしている状況なのか作業中なのかによって実は安全

性状況って随分違うんですね。意外と専門性とはちょっと離れたところに見落としがある

場合があって、何となく対象状態が定常状態だけやっているということがあります。思い

出していただきたいのは、３．１１のときに千葉の製油所で大火災になったときは、ふだ

んはオイルが入っているタンクにたまたま清掃のために水が入っていたという通常時では

ない時にあの地震が起きたために、設備被害を受けたわけですよね。だから安全評価とい

うのは全体のバランスがすごく大事で、あるとこだけ詳細にやっていても、あるところが

非常に大まかにやっていると、結局何やっているかわからなくなります。私はやはり本当

にいろんな地震や炉の状況であっても原子炉施設が大丈夫かという視点で、バランスを持

ったチェックをしていただきたい。それは、中国電力として、一般住民もそうですけど、

一番原子力の近くにいらっしゃるのは皆さんたちの従業員ですから、その人たちの安全を

本当に確保するために、規制委員会が要求することは当然のこととして、プロの目から見

て安全性に必要な検討はぜひやっていただきたいというのがお願いです。 

 もう一つ気になっているのが、最初に火山灰の話をされていて、火山灰、地震じゃない

けど、こういう自然災害のときに安全に重要な機器の健全性はどうかという機器の個別検

討はするんですけど、例えばそういう自然災害のときに、個々の機器の安全性だけじゃな

くて、人の対応も検討することが大切です。火山灰等が降ってくると、機器以外にも通常

の構内の作業がいろいろディスターブされるわけで、それにおいて安全性が普段できるこ

とができないとか、例えば構内で電源車を動かそうとしたけどそれがうまく動かないとか、
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いろんなことが実は起こり得るわけで、やっぱり個別の安全機器、Ｓクラス、Ａクラスの

個別評価じゃなくて、システムの安全活動全体の評価としてきちっと評価していただいて、

その結果をもって安全性の説明をしていただければという、これもお願いであります。以

上です。 

○岩崎担当部長 中国電力、岩崎でございます。ありがとうございます。先生のおっしゃ

られたシステムが最終的に安全であるように、それを確保していくためには設計のバラン

スであるとか、また、悪影響を与えることもないように、お互いの設計全体を見ていく必

要があると、我々、今は規制対応にかなり精いっぱいのところがございますけども、やは

りそれだけではいけなくて、我々、プロとして、実際に火山灰というような事象であれば、

どのようなことが起きるのかというところに、しっかりと想像力を持って対応することが

必要だと考えます。御示唆ありがとうございます。 

○田中ＧＬ 続きまして、釜江先生、よろしくお願いいたします。 

○釜江顧問 先ほど地下水位の話があって、ちゃんと私理解できてないもので、ここは地

下水位を下げるというようなことが書いてあって、それは液状化の対策の話と、浮力です

かね、耐震性も含めて。これは結論的には、これ詳細は工認どうのこうのってあるんです

けど、耐震性の場合は浮力は地下水位を下げた状態での安全評価なんですかね。そうする

と、それがマストになって、絶えず地下水位を下げる装置は非常に重要なものになるとは

思うんですけど、その辺の位置づけというのは。 

○黒岡担当部長 黒岡ですけれども、現在ポンプとか、揚水設備がないといけないという

ことになると、先生おっしゃるように、耐震性を持たせないといけないということになり

ますので、位置づけも含めて、今後、審査の中で説明していこうと考えております。 

○釜江顧問 まだ確定はしてない。 

○黒岡担当部長 はい。 

○釜江顧問 わかりました。 

 もう１点だけ。今は地震性の津波、いろいろとやられてますけど、関電のような、地す

べり性の津波とか、津波を検知して門を閉めたり、そういうアクションはこのサイトはな

かったですか。 

○黒岡担当部長 当サイトはありません。関西電力の高浜だと思いますけれども、同じよ

うな地すべりも当然我々も考慮しておりまして、それに限らず海底地すべり、それから陸

上地すべり、それから河岸性のものとか、いろんなものを考慮して、しかもそれをこの地
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震によるものと組み合わせて、重ね合わせて計算した結果がこの基準津波というふうにな

っております。海底地すべりにつきましても、非常に小さい水位になりますので、護岸を

越えることはございませんので、関西電力のようなゲートを閉めることは必要ありません。

ただ、そういう取水槽であるとか、湾外，湾内の潮位計等の設備は充実しております。 

○田中ＧＬ 続きまして、佃先生、よろしくお願いいたします。 

○佃顧問 意見ということじゃなくて、私の理解を深めたいという意味で質問させていた

だきますが、一番最初に地盤・斜面の安定性というのは未実施、その理由は設備の配置と

かとも関係するのでというのがあったんですけども、私の記憶では、バックチェックでも

敷地内に不安定な斜面というか、一定程度評価して、あんまり心配することないかなとい

う印象を持ってたんですけども、これは何か安全施設をつくることによって、例えばいろ

いろ地形を改変させたりとかがあるので、施設とは関係なく独自に評価することができな

いということなんですかね。 

○黒岡担当部長 黒岡ですけれども、むしろ斜面とかはいろんな設備をつくるために削っ

ておりますので、山の頭のほうを飛ばしておりますので、むしろ斜面の安定性は非常に高

まっていると考えておるんですけれども、対象となる設備がどれかというのがはっきりし

ないと、設備の基礎であるとか、その周辺の斜面のどれが対象になるかというのがはっき

りしないので、この審議はまだできないと言われております。先ほど津波防護施設の防波

壁とかの説明をさせていただきましたけれども、あれも防波壁自体の構造があれで成立し

ているのかというものがわからないと、その下の基礎が大丈夫かどうかも見てもしようが

ないというふうなことを言われておりまして、上物、それから周辺の斜面の対象が何かと

いうのが、まだ決まってないからできてないということでございます。 

○田中ＧＬ 続きまして、杉本先生、お願いいたします。 

○杉本顧問 私、地震も津波も専門家じゃないんですが、１点だけ確認させていただきた

いんですが、例えば２１ページとか２５ページの表の下のほうに重大事故等対処施設とい

うのがあって、それの評価ですが、最初、５ページのところで御説明いただいた審査状況

ですが、これですと、左側の下の重大事故対策、これに関連する設備だと思うんですが、

この５ページの右下のほうにその他で特定重大事故等対処施設というのがあります。これ

は実施中となってますけど、これとは別という理解でよろしいのですよね。そうしますと、

この特定重大事故等対処施設に関するここら辺の評価はこれから出てくるのか、それとも

これは主としてテロ対策なので、公開できないから、この顧問会でも一切今後も出てこな
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いという、そういう理解でよろしいのでしょうか。 

○岩崎担当部長 中国電力、岩崎でございます。５ページの中で左下、重大事故対策と書

いておりますのが新しい規制基準の中で求められた対策でございます。そして右下のほう

の特定重大事故等対処施設、そして３系列目の所内常設直流電源設備につきましては、５

年間の猶予を持って設置するようにされているものでございまして、この２つにつきまし

ては、申請は行っておりますけど、まだ審査は進んでいないと、今やっております新規制

対応とはまた別に、それが一段落した後に審査していただけるものと考えてございます。 

○杉本顧問 それではこの場でもある程度出していただくようになるのでしょうか。 

○岩崎担当部長 特定重大事故等対処施設の内容につきましては、なかなかこの場でとい

うことは難しい。 

○杉本顧問 それをちょっと確認したかった点です。 

○岩崎担当部長 あと、４ページのほうをご覧いただきますと、意図的な航空機衝突への

対応といったものも、大規模損壊といいまして、飛行機が建物にぶつかる等ということで

ございまして、これにつきましては、今の審査の中で今後対応していくアイテムではござ

いますけども、このような場で御説明するのは難しいと考えてございます。 

○田中ＧＬ 芹澤先生、お願いします。 

○芹澤顧問 私も耐震とか津波のほうは専門じゃないんですけれども、津波による砂の移

動の評価について幾つか御質問したいんですが、これは津波によるサルテーションの問題

ということですから、当然粒径だとか、それから海水中での流速分布、特に縦方向の流速

分布、これは底でのせん断力に非常に強く影響しますから、それによって結果が相当変わ

ってくると思うんですね。したがって、このシミュレーション評価の際に使われた条件で

すね、例えば東日本大震災の場合には予期しないようなヘドロが非常に巻き込まれたとい

うようなことも出てきたわけですので、細かな条件なしにこの結果の表だけでは判断しに

くいところがあるかと思います。 

 これが一つと、それからもう一つは、これは評価の目的というのが取水に影響するかし

ないかを確認するというようなことでしたので、砂の堆積厚さというのを問題にされたん

だろうと思うんですが、実際問題として、これ、固液二相流という観点からすると、やは

り中に砂が１％でもまざっているということは、配管の内面に付着している生物被膜を除

去するという意味では効果あるんでしょうけれども、摩耗という観点では逆効果だと思い

ます。それから、配管系あるいは循環系の中のよどみ点のところにやはり巻き込まれた砂
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が堆積するということもあると思います。ですからその辺のところのことまで考える必要

があるのか、あるいはこれはその現象が起こる期間としては非常に短いということで、そ

ういった長期にわたる影響というのは無視してもいいという観点でここでは堆積厚さだけ

を問題にされたのかいうのが２点目。 

 それからもう１点は、この評価の仕方で２人のお名前が出ていますね。高橋ほか、それ

から藤井ほかということですが、この評価の結果というのは両者で結構違っているかと思

うんですが、例えば３２ページの場合には、両者の結果を併記してあるんじゃないかと思

うんですが、その次の３４ページのほうでは高橋ほかという片方だけになっていますが、

そこのどちらを選ぶかという基準をどのように考えられたのか。 

 その３点についてお尋ねしたいと思います。 

○黒岡担当部長 まず１点目につきまして、黒岡のほうがお答えしますと、大変申しわけ

ありません。これは抜粋ということで、結果だけしか記載しておりませんけれども、審査

の資料のほうではそういう前提条件につきましても詳細に説明をさせていただいておりま

す。特におっしゃいました砂の粒径とかにつきましては、湾内、湾外、数カ所で実際のも

のをとりまして、代表的な粒径として何種類か選んで計算のほうを入力しております。 

 それから、最後の３番目の高橋ほか、それから藤井の数値ですけれども、３２ページの

ほうで高橋ほかでやった数字のほうが多少なりとも堆積厚さが大きかったということもご

ざいますので、３４ページでは高橋ほかを使って計算を進めていったということでござい

ます。 

○岩崎担当部長 岩崎でございます。あと、２番目、固液二相流であれば１％でもかなり

の量が運ばれてというお話ございました。例えば太平洋側の砂浜にあるプラントですと、

砂の持ち込みというのは非常に設計上も配慮が必要ということで、取水した後に沈砂池を

設けまして、そこでしっかり沈めて、そしてその後のプラントのほうの取水につなげてい

くという配慮をしてございます。島根の場合ですと、資料の中では図面でおつけしておっ

たんですけども、ほとんどが岩場で砂場というのは限られたところでございまして、実際、

取水した後の取水槽というところでも砂というのはほとんどたまっていないと、ドラム缶

一、二本分といったものでございまして、そういういろんなことを考えましても十分我々

のプラントではこの件は安全上随分余裕があるものだと思ってございます。 

○芹澤顧問 ３０ページの図面を拝見しても、沈殿槽に相当する部分が見られないもので

すから、ちょっと気になってお尋ねしました。 
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○長谷川副本部長 タブレットの中に資料入っておりますので、また後ほどちょっと御紹

介しますので。 

○田中ＧＬ ありがとうございます。 

 続きまして、吉川先生、お願いいたします。 

○吉川顧問 別に専門でもないので、余りつけ加えることはそうないんですけど、２８ペ

ージに基準津波の策定を初めに申請されたときが９．５で、審査の席で１１．６に上がっ

て、解析方法を細かくするとこう上がってきて、しかも防波堤なしの場合と書いてあるの

ですけどね、防波堤はもちろん設けられるわけでしょうから、そうすると、なしの場合を

想定して高くするというのは、これは一体どういうことかなと、何かおかしなことをやっ

ているのではないかということと、計算モデルを細かくすれば上がるというのは、そうい

うものなのかということです。計算を細かくすればもっと下がる場合もありますからね。

それで、評価上こういうような解析をするときに、解析モデルの検証とかは抜きにして、

何か何でも高く評価すればいいやと見えるわけですよね。設定する堤防もやめてしまうと

かね。堤防はつくられないということを御社がおっしゃっているからこういうことを言っ

てやられているのかとか、邪推をしてしまうわけです。これは評価上の話なので、実際の

話とは必ずしも違うとは思うのですけど、高い津波が来るときは、津波の性質によって初

めに引き波がありますから、特に海溝型の場合なんかですとずっと奥までさらっていきま

すから、水が取水できなくなってしまうと、だから逆にあんまり高くしたらそういうこと

が、プラント全体の構造としては水が引き潮のときにとれないということになってしまっ

て、そういう時間が長くたつと冷却ができなくなりますから、プラントの、そういうこと

は念頭に入っているのかなというようなことも思ったわけです。 

 あんまりたくさん言うと、皆さん言えなくなるから、これだけにさせていただきます。 

○黒岡担当部長 黒岡です。ありがとうございます。 

 まず、シミュレーションに当たって、幾らでも格子サイズを小さくすればというお話も

ありましたけれども、実際の津波、これ計算する前に、既往津波の検討ということで、実

際に起こった津波の痕跡高と実際このシミュレーションを行って同じ波源で計算して、痕

跡に合うかどうかという検証をしまして、このモデルの妥当性、解析方法の妥当性を検証

しております。結果、格子サイズを当初よりも小さくしたほうがより合うということがご

ざいましたので、そうした次第でございます。 

 防波堤のほうは、この２８ページで、防波壁とちょっと混同しやすいんですけれども、
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この破線で囲ってあるものが防波堤でございまして、これが捨て石マウンドの上にケーソ

ンを載せておったり、捨て石マウンドの上に消波ブロックを載せているような耐震性、Ｓ

ｓにもつものではない構造でございまして、これをＳｓにもつような構造にしてしまうと

この波とかが完全に遮断されたりしますので、港湾施設の運用上よろしくないということ

もございまして、こういう構造にしております。近傍の例えば宍道断層とか、Ｓｓクラス

の地震が起こった後に日本海でまた地震が起こって津波が来た場合も考えるべきじゃない

かということがありますので、防波堤が壊れた、ない場合も計算するべきじゃないかとい

う御指摘を受けまして、防波堤がある場合とない場合を計算したものでございます。 

○吉川顧問 防波堤がないとすれば、そういう構造的には弱さを持たせておけば、ないと

いうことにして、すると高くなると。 

○黒岡担当部長 そうですね。津波が入ってきやすくなりますので。防波堤がなくなると

ですね。 

○吉川顧問 初めからないというものじゃないでしょう。 

○岩崎担当部長 岩崎でございます。補足させていただきます。 

 もともとこの島根発電所において津波として大きくなりますのは、２８ページの左側の

地図の日本海東縁部と新潟県の前のほうにあります津波が来たときが非常に大きな津波が

来ます。また、敷地前面海域の津波よりも日本海東縁部のほうが大きいと。そして、我々、

当初はこの日本海東縁部で津波が発生した場合には、この東防波堤と書いております防波

堤が随分遠くでの地震でございますので壊れることはないだろうという考えで、防波堤は

壊れないもので評価をしてございました。 

 その後の説明の中で、規制庁からは、発電所の近くの宍道断層でまず地震があるだろう

と、地震が起きたら防波堤は壊れるか壊れないかと聞かれますと、それは近くの地震で非

常に大きな地震が来たら壊れることもある。その後のお話としまして、その状態で日本海

東縁部の大きな津波が重ねて来たら大丈夫かということについては、復旧するのにはやは

り半年ぐらいの時間もかかるのではないかと。そういう意味で、宍道断層で地震が起きて

防波堤が壊れて、その後、日本海東縁部で津波が起きることも考えるべきではないのかと

いうお話がございまして、そうした中でこの津波の１１．６メーターに見直したというも

のでございます。 

○吉川顧問 今のお話聞いてますと、向こうの要件は相当過大要求の感じがしますわね。

宍道断層のほうで地震が起こって、それが引き金になってすぐに日本海の北のほうの地震
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が行くとかね、そういうことを仮定しなさいと言っているように聞こえるんだけど、こう

いうことは現実に自然現象として起こり得るようなものだから全部想定せよと言い出した

ら、大変ないろいろなことを考えないといけないけど、そういう想定のもとに出てきたと、

こういうことですね。理由はわかりました。そう言われてしたということですね。 

○岩崎担当部長 我々も早期に防波堤、復旧できるかというと、やはり時間がかかると、

その時間の間に日本海東縁部での地震が起きないとも、確率的にどの程度かというような

議論の中で対応するということで判断いたしました。 

 そして、引き波への対応のポンプの取水、冷却できなくならないかでございますけど、

取水槽のほうで海水を取水しますポンプにつきまして、ポンプを長尺化、非常に長いポン

プに設計を変更いたします。そしてそういうことで取水槽の構造も見直しまして、引き波

のほうの水位変動も厳しくなりますので、それに対応できるポンプの準備をいたします。 

○田中ＧＬ ありがとうございました。 

 後半にも議題をかなり用意しておりまして、地震・津波関係で他にこれだけはというこ

とがございましたら、どなたか。 

 それでは、勝田先生、お願いいたします。 

○勝田顧問 ほとんどもう重複しているのですが、まず、８ページのこの表現のところで

すね。これはやはり僕も気になったので、ぜひ書き方を直してほしいと思っています。検

討課題が多く、多岐にわたる議論を要するという、これだけだとどうしても誤解を招いて

しまいますし、本当に検討した結果のことですので、これだと本当に、要するに面倒くさ

いからというふうに捉えてしまうので、ぜひこれは、せっかくちゃんと考えた結果なので、

ちゃんと書いてほしいと思います。特に福島事故前後も見ても、電力会社さんの説明とい

うのは、自信を持ってやったことに対してはかなり説明をするんですが、トラブルとか、

そういうことについては控えがちな表現がどうしても多いので、ここはしっかり書いてほ

しい、それがやっぱり信用につながることだと思うので、ぜひ書いてほしいというのがあ

ります。 

 あと、特重施設については、先ほど議論があったのですが、設備のところで質問したほ

うがいいと思うので、そこでまたもう１回質問させてください。 

 あと、これも簡単な質問で、大変申しわけないのですが、３４ページのところの砂移動

の話なんですが、先ほど防波堤の話があったので気になったのですが、これを見ると防波

堤があったほうが砂の高さが厚いということになってしまうので、それを考えると、津波



－27－

のことも考えると、理想的な防波堤の位置があり得るという話になってしまうので、これ

はシミュレーションの結果ではあるんですが、防波堤、そう簡単につくれる話ではないん

ですが、結局津波のためにつくったものがかえって砂の高さをかさ上げしてしまうという

ことがあるので、そこら辺、細かいことではあるのですが、何かコメントがあったら教え

てください。以上です。 

○黒岡担当部長 黒岡ですけれども、先ほどの砂の話ですが、防波堤は、基本的には津波

防護というよりは、湾内の静穏度、荷揚げ場にいろんな燃料輸送船とか船が着くために、

静穏度を高めるために、ケーソン式であるとか消波ブロック式の防波堤を設けております。

それは必要なものでございますので、それがあるがために津波に対して堆積が厚いという

ことはありますけれども、頻度としてはやはり港湾を、静穏度を高めたほうがよろしいか

と考えております。 

○田中ＧＬ ありがとうございました。 

 それでは、次のプラントの関係に移ります前に、ここで１０分ほど休憩を入れたいと思

います。 

○長谷川副本部長 済みません。このタブレットを、先ほど芹澤先生から御質問がござい

ました砂の粒径とか設定条件、ちょっとお示ししますので、参考までに見ていただければ

と思います。 

○田中ＧＬ それじゃあ休憩に入りますので、よろしくお願いいたします。再開を１５時

２０分からとさせていただきたいと思います。 

〔休  憩〕 

○田中ＧＬ それでは再開したいと思います。 

 続きまして、中国電力からプラント関係での審査状況の説明をお願いしたいと思います。

先ほどと同じ資料の５０ページ目からがプラントになります。 

 それでは、お願いいたします。 

○岩崎担当部長 岩崎でございます。５０ページから説明、再開させていただきます。 

 ５１ページのほう、設備関係の審査再開についてでございますけども、昨年の１１月に

規制委員会の方が来られまして、２号機の現地調査、山中委員以下、来所されまして、２

号機だけではなく、１号機、３号機につきましても現地の視察をいただいております。そ

のときの様子が下の写真、高台に設けましたガスタービン発電機設備ですとか緊急時対策

所、また、事故対応に当たります可搬車両、その保管場所などを見ていただきました。そ
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ういうこともございまして、今年の２月５日でございますけども、設備関係の審査を再開

させていただいております。その状況について御説明いたします。 

 まず最初に、重大事故対応の関係の有効性評価というところを最初に御説明いたします。

非常にわかりにくいといいますか、言葉だけになりますけど、御容赦ください。 

 ５２ページをお願いいたします。新しい規制基準では、重大事故等の対策の有効性を評

価することが求められております。新たにいろんな配備、対策しておりますけど、それは

いろいろな事故に対して有効に機能するのかを評価するというものでございます。その流

れでございますけども、①、②、③と書いておりますけども、重大事故等の対策を実施す

る以前の昔の発電所の状態を仮定しまして、確率論的リスク評価、ＰＲＡというものを、

内部事象、機器の故障であるとか人的ミス、そして地震や津波の外部事象に対しても確率

論的リスク評価を行います。そのリスク評価の結果を踏まえまして、その確率なども考え

まして、重大事故に至る事故シーケンス、重要事故シーケンスを選定いたします。下のほ

うを見ていただきますと、①ということで、ＰＲＡの実施範囲ということで書いておりま

すけども、内部事象、炉心損傷頻度を評価しますレベル１のＰＲＡ、レベル１．５と書い

ておりますけども、格納容器破損に至る頻度、以前でございますと、炉心損傷した場合に

は格納容器破損も防げないという、過去の対策であればそういう状況でございまして、レ

ベル１とレベル１．５の頻度は同じ値となってございます。それ以外にも、地震と津波の

炉心損傷に至る頻度というところも評価してございます。これらの結果から、②で書いて

おりますけども、抽出した事故シーケンスグループ及び格納容器の破損モードから評価す

べき事故シーケンスを選定し、有効性評価を実施してございます。有効性評価におきまし

ては、炉心損傷防止対策、格納容器破損防止対策、燃料プールにおける燃料の損傷防止対

策、停止時における原子炉での燃料の損傷防止対策、これらの有効性を評価するというこ

とで、具体的には、例えば燃料の被覆管温度が１，２００度以下であるとか、酸化量が１

５％以下であるとか、格納容器の限界圧力未満であるとかを確認するというのが有効性評

価というものでございます。 

 ５３ページでございますけど、こちらは有効性評価の審査状況でございますけど、これ

らにつきましては、審査再開以前にも相当審査していただいたものでございました。そう

した中で、再度御説明しますとともに、以前にいただいておった指摘事項への回答を実施

したところでございます。４月には確率論的リスク評価、５月には事故シーケンスの選定

を行いました。そしてその後、有効性評価というところで進んでおりますけど、その状況
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はまた後ほどのページで御説明いたします。 

 ５４ページ、お願いいたします。こちらは先ほど申しました①、②、③といった流れを

お示ししてございます。左側から、まずＰＲＡ、リスク評価を行いまして、事故シーケン

スを抽出いたします。そしてその右側に行きまして、字が小さくて恐縮でございますけど

も、必ず想定する事故シーケンスグループというものが決められております。例えば真ん

中ほどの上のほうでございますけども、高圧の注水機能、低圧の注水機能が喪失するです

とか、もう一つ下の枠の中に入っておりますけど、崩壊熱除去機能が喪失するとか、これ

らの必ず想定する事故シーケンスグループについてまず有効性を評価するということにな

っております。 

 この必ず想定する事故シーケンスグループの中で、国内外の先進的な対策を考えても炉

心損傷防止が困難な事故シーケンスとしましては、ＬＯＣＡ時注水機能喪失の大破断ＬＯ

ＣＡとございますけども、通常は大破断のＬＯＣＡが発生した場合には、非常用炉心冷却

装置で事故の進展を止めるものでございますけども、今回、福島以降に装備したものは、

そこまでの大容量のものはつけることが厳しゅうございまして、そのような大きな破断が

あった場合には、炉心損傷を防ぐというのは難しいということで、その右側に行きまして、

その場合には、格納容器の破損を防いで放出を抑制すると、大破断ＬＯＣＡについては、

格納容器破損防止という対策で対応していくというふうに考えてございます。 

 そして、それ以外、左側のほうで抽出した事故シーケンスのうち、必ず想定する事故シ

ーケンスグループ以外のもの、例えば大破断ＬＯＣＡを超えるようなＬＯＣＡですとか、

原子炉建物が壊れるといったようなものでございます。これらのものにつきましては、下

のほうにおりまして、新たな事故シーケンスグループとして追加するかどうか判断をいた

します。これらのものは、まず一つ、頻度が十分に低いということ、また、例えば原子炉

建物が壊れたら必ず炉心損傷するということにしておりますけど、実際には今回配備して

いくようなものを対応していくことで、必ずしも炉心損傷には至らないと、そういうこと

もございまして、これらの中から新たな事故シーケンスグループとして抽出するものはな

いというふうな評価をしてございます。そして、５４ページ右の上のほうの現在審査中と

いうところで、必ず想定する事故シーケンスグループについての、今、審査が進んでいる

というものでございます。 

 次のページ、お願いいたします。こちらが現在有効性評価で審査を行っております事故

シーケンスグループでございます。高圧、低圧の注水機能が喪失ないしは高圧注水機能が
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喪失して減圧の機能が喪失する、ないしは全交流動力電源がなくなる。この全交流動力電

源喪失につきましては、考慮すべき事故シーケンスはかなり増強された中で、新たな事故

シーケンスに対応できるように設備対応を行っている状況でございます。そうした中で、

今現在、一番下の２つについてヒアリングが終わりまして、今後、審査会合というような

段に入っておるところでございます。 

 テーマ変わりまして、５６ページ。５６ページでは、内部溢水という事象でございます。

発電所の中で水があふれたときにきちんとプラントを停止し、冷却できるか、安全上重要

な設備の機能が損なわれないかという評価を実施してございます。この内部溢水としまし

ては、漏水事象、配管が壊れて水につかったり、水がかかったり、また、蒸気の配管が破

れて蒸気がかかったりと、そういう場合にどうなるのかを評価しておりまして、真ん中の

ポツ、書いておりますけど、５月の審査会合におきまして、これらの評価設備選定の具体

的な考え方、また、複数の安全機能が同時には喪失しないという御説明をしておるところ

でございます。会合におきましては、屋外タンクの溢水も評価してございまして、評価フ

ローの中で考慮するタンクが不足していないかとかコメントを頂戴しております。 

 ５７ページ、内部溢水での具体的な評価を書いてございます。まず、最初に防護対象設

備を選定いたしまして、４つ目、５つ目、６つ目と書いておりますけども、具体的に評価

しております内容は、破損箇所を想定しましての評価、配管について破損を想定すると。

また、もう一つは、消火対応、放水によってプラントの安全が確保できるのか、また、地

震時に耐震Ｂ、Ｃクラスの配管が破断しても大丈夫か、さらにはその下、燃料プールの水

が地震によってあふれて、そして水があふれたことによって悪影響がないか、問題がない

かを審査で御説明してございます。 

 ５８ページ、お願いいたします。こちらのほうは火災でございます。発電所で起こり得

る火災防護対策の強化を求められておりまして、具体的には、外部火災と呼んでまして、

森林火災ですとか、発電所の近くに航空機が落下したときに、それによる火災によって影

響がないか、また、内部火災と呼んでおりますのは、発電所の所内での火災があった場合

に大丈夫かといったことでございます。これにつきましては、内部火災への対策として、

まず、火災の発生を防止すると、そのためには、一つ、難燃ケーブルを使用します。そし

てまた、火災の感知及び消火ということで、異なる火災感知方式、煙とか熱とかございま

すけども、異なる感知方式の火災感知器を新たに設置する。また、安全機能を有する設備

があるところには、全域が消火設備を設置するといったような対応をしてございます。ま
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た、火災の影響軽減ということで、原子炉の安全系はⅠ系、Ⅱ系と系統分離してございま

すけども、その間を３時間耐火、または１時間耐火と消火設備ということで火災の影響を

軽減していく対策、これは非常に大きな対策を発電所はとっておりまして、そのあたりの

状況を御説明しております。 

 続きまして、５９ページでございます。新しい規制基準では、自然現象についての評価

で、新たに竜巻への対策が新設されております。そうした中で、基準竜巻というものです

とか設計竜巻を設定して、施設の安全性を評価してございます。これらの状況は、６０ペ

ージ以降、若干竜巻に関しては資料を何枚か用意してございますけども、こちらを御説明

いたします。 

 ６０ページで、左側、フロー図ございますけども、まず、竜巻検討地域の設定というこ

とで、発電所が立地する位置が日本の中で竜巻の発生しやすい地域かどうかということ、

そして、基準竜巻の最大風速の設定につきましては、過去に発生した竜巻の最大風速であ

る６９メーターないしは、ハザード評価からくる竜巻というもの、そしてそれに対して、

設計竜巻の最大風速ということで、設計竜巻は基準竜巻をもとに、地形の影響というよう

なものを考えて、さらに大きな竜巻にならないかということで、発電所の中で、このたび

の説明の中では、最初の説明の中では９２メーターにすると、余裕を見て９２メーターと

するといったような説明をしてございます。 

 ６１ページのほうをお願いいたします。こちらが基準竜巻でございます。基準竜巻につ

きましては、この下のほう、６１ページの図の下でございますけど、日本海と太平洋側で

竜巻の発生状況が違うということで、日本海での竜巻の発生状況を調べまして、その中で

最大のものは、竜巻のスケールはＦ１、Ｆ２といったようなスケールで呼んでおりますけ

ど、Ｆ２スケールであるということで、Ｆ２スケールの風速は上限値６９メーターという

ことですので、過去に発生した竜巻からは６９メーターと、そして、確率論的なアプロー

チでの評価が右側でございまして、津波の最大風速についてハザード評価をいたしまして、

年超過確率が１×１０－５に相当する竜巻の風速としては６２メーターということ、ＶＢ１、

ＶＢ２と呼んでおりますけど、この２つのうちの大きな風速ということで、基準竜巻は６

９メーターと設定いたしました。 

 ６２ページ、お願いいたします。６２ページのほうは、設計竜巻ということでございま

す。設計竜巻については、基準竜巻に対して将来的な気候変動の不確定性のようなもの、

比較的山口では大きな竜巻が起きているということ、また、確率的に見ても若干高いとこ
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ろがあることから、余裕を見て９２メーターと設定するということを審査で御説明いたし

ました。設計に用いる竜巻を９２メーターとするところは、特に会合でもコメントはござ

いませんでしたけども、その９２メーターに至ります論理構築のところでコメントをいた

だいておりまして、再度説明していくという状況でございます。 

 ６３ページ、お願いいたします。この竜巻の評価では、フジタモデルというモデルを用

いまして、飛散の解析を実施しております。具体的には、このフジタモデルを用いまして、

設計上考慮する飛来物はどうするのかと、また、発電所の重要な設備から離れた一定程度

の区間には重たいものを置かないと、設計飛来物以上のものは置かないとしておりまして、

ではどのぐらいのエリアをその飛来物の発生防止を図るエリアとするのかという評価でも

フジタモデルを用いております。このフジタモデルにつきましては、地上から近いゼロか

ら１０メーターの領域では、いろんな再現性、モデルの特性として、不確実性が多いので

はないかというコメントをいただきました。そういうことに対しては、今回、我々の評価

全体の中では保守的な評価をしているので、フジタモデルの不確定性があっても影響はな

いことを御説明しております。 

 ６４ページがその一例でございます。次のページでございますけども、設計飛来物を選

定する際に、下のほう、書いてありますけど、評価のガイドで記載されております鋼製材

を設定して飛来物による影響を評価しております。フジタモデルは赤で示しておりますけ

れども、地表面から１０メーターのところにかけては速度が遅いと、地表面あたりでは遅

くて、１０メーター以上では高い水平速度が出ると、この低いところでは不確定性が多い

ということでございますけれども、設計飛来物といたしましては、緑で描いておりますけ

れども、ゼロから１０メーターのところにおきましても飛来する水平速度としては５０メ

ーターを超える値を設定してございます。こうしたことから、モデルに若干の不確定性が

あっても評価は保守的であるという、評価の妥当性は確保されていることを御説明してお

ります。 

 続きまして、６５ページ、こちらは竜巻の影響対策でございます。先ほど説明いたしま

した鋼製材が飛んできたときに大丈夫かということで、いろいろと対策しております。例

えば左側の写真、建物の開口部につきましては、このような竜巻の防護のためのネットを

張っておりまして、そういうところから、飛来物が中に入っていかないように、また、右

側のほう、復水貯蔵タンクにつきましては、横につきましては遮蔽の壁がありますけど、

空からのほうについては守るものが自分の天井だけだと、自分の材料だけということで、
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上に竜巻の防護を図れる相当丈夫な鋼板を張るといった対策を実施してございます。 

 続きまして、６６ページ、ここはまた話が変わりまして、新しい基準では、外部からの

衝撃に対して安全性を損なうようなことがないようにということが用いられております。

この外部からの衝撃といたしましては、自然現象と人為的なものがございます。この４月、

６月、７月と会合におきまして、台風や積雪といった自然現象、そして航空機落下である

とか船舶の衝突といった人為事象について説明しております。 

 ６７ページにまとめておりますのは、自然現象についての条件でございます。例えば積

雪であるとか降水、これらのものは過去に経験したものを設定基準値として用い、かつ、

これらにつきましては、いろんな重ね合わせを考えるべき事象については、重畳して考え

ることにしてございます。 

 続きまして、６８ページ、こちらは人為事象ということでございます。６８ページの人

為事象につきましては、例えば航空機落下確率の評価ですとか、発電所の周りにはダムは

ございませんけど、ダムの評価、また、有毒ガスの評価、船舶がぶつかっても大丈夫かな

どの評価をして、御説明しております。 

 続きまして、６９ページをお願いいたします。また話が変わりますけれども、新しい規

制基準では、配管ですとかフィルターなどについては、静的な機器ということで、動的な

ポンプなどに比べて故障しにくいということで扱っておりました。ただし、長期間使用す

る静的機器については、故障を仮定して、そして安全機能が維持できるかを確認するよう

に考え方が明確化されております。 

 これにつきましては、次のページ、お願いいたします。７０ページでございます。静的

機器の単一故障について、まず、左側にフロー図がございますけども、重要度が高いもの

か、多重性、多様性のない設計の静的機器があるか、そして長期間にわたって機能要求が

あるかということで、４つの機器を抽出しております。右の上のほうに非常用ガス処理系

の配管ですとか、非常用のヨウ素等を吸着しますチャコール・フィルタ・ユニットである

とか、残留熱除去系のスプレイヘッダについては、単一設計となっているということで抽

出いたしまして、その基準適合性の判断といたしましては、３つありますけども、例えば

安全上支障のない期間、早期に修復が可能であれば、それはよいと、また、③に書いてお

りますけども、ほかの機能で代替できることが確認できる場合にはよいといったことがご

ざいまして、例えば配管につきまして、非常にアクセスがしにくい配管につきましては、

足場を設置するですとか、対応をすることにしてございます。 
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 続きまして、次のページ、お願いいたします。保安電源設備ということで、福島の事故

では外部電源が途絶えたということでございます。そうした中で、安全上重要な施設への

電力供給が停止することがないように、機器の損傷、故障、その他の異常を検知するとと

もに、拡大を防止する設計であることが求められております。右側の下に図面描いており

ますけども、北松江変電所というところが通常島根原子力発電所から送電している、また

受電するといった設備でございますけど、この北松江変電所が停止した場合には、赤字で

示しております松江変電所というところから津田変電所、そして上がって発電所に至るこ

の赤いルートの供給というところを送配電部門とも連携いたしまして、３０分以内で電力

供給が可能であることを御説明しております。 

 続きまして、７２ページでございます。運転員の誤操作の防止ですとか安全避難通路、

安全保護回路の考え方を御説明しております。 

 ７３ページ、お願いいたします。こちら、誤操作防止ということでございます。誤操作

防止につきましては、従前から２号機は設計上配慮してございます。島根３号機とはまた

違うものではございますけど、２号機でありますと、ベンチ盤という操作部分にハード計

器やディスプレーを系統ごとに集約してそろえるですとか、全体の重要な情報は運転員同

士で相互で共有できる設計とするといった配慮をしてございます。 

 続きまして、次のページでございますけども、誤操作防止ということで、例えばポンプ

であれば左下にありますようなステッキ型のポンプ、電動弁のように連続して操作するも

のはこの楕円形のもの、また、ＥＣＣＳ、非常用炉心冷却系にかかわるようなものは赤い

色にするですとか、また、安全上特に重要なものについてはキーつきのスイッチにすると

か、そのようなことで誤操作の防止を図っております。 

 続きまして、７５ページでございます。こちらは作業用照明等でございます。まず、中

央制御室につきましては、通常時は７００ルクスを確保しております。また、非常時、非

常用電源にぶら下がるものとしましては１００ルクス確保するということで御説明いたし

ました。これは、シミュレーターで実際にやってみまして、１００ルクスあれば十分操作

できるということで御説明いたしました。これにつきまして、ＪＩＳであるとか、いろん

な基準ございまして、やはりもう少し明るいほうがいいんじゃないのかという御指摘ござ

いまして、通常時と同じ７００ルクスを非常時でも確保する設計にするということを御説

明してございます。 

 ７６ページ、次のページは、特段目新しいものではございませんけれども、可搬型の照
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明についても必要な数しっかり確保していくことを御説明しております。 

 そして、７７ページでございます。安全保護回路について、安全保護系と申しますのは、

原子炉を停止させるですとか、非常用炉心冷却系を動作させるですとか、非常に重要な回

路でございます。このような回路については、不正アクセス行為を防止するということで、

物理的、電気的なアクセスの制限ですとか、外部ネットワークからのウイルス等の侵入防

止、また、手順等で承認されていない変更を防ぐ対策を図ってございます。 

 続きまして、７８ページ、お願いいたします。原子炉冷却材圧力バウンダリ、左下に書

いておりますけども、原子炉圧力容器に接続する配管や隔離弁など、運転時に原子炉から

発生する蒸気によって原子炉圧力容器と同様な圧力になる部分、これを圧力バウンダリと

呼んでおりますけども、この圧力バウンダリについて、新しい規制基準では、これまでよ

りも考慮する範囲を広げるよう求めております。 

 具体的には、７９ページでございます。旧技術基準では、圧力バウンダリを構成します

隔離弁が運転時閉、事故時閉の場合には、第１隔離弁までの範囲をバウンダリとしており

ました。新しい基準、規則におきましては、通常時または事故時において開となるおそれ

がある場合には、２つ目までを圧力バウンダリにすることを求められております。圧力バ

ウンダリは、製造段階の管理ですとか使用前検査、通常時の点検の範囲に影響してござい

ますけども、このバウンダリの範囲が広がることの対応を御説明しております。島根にお

きましては、このバウンダリの範囲、拡大したとしましても、従前から使用前検査ですと

か管理等も同等にやっておりましたので、今後一部耐圧等の対応で範囲が広がる部分はご

ざいますけども、問題なく対応していけると考えてございます。 

 続きまして、８０ページ、お願いいたします。こちらについては、共用設備、設備を共

用する場合には、安全性を損なわないもの、また、特に重要なものについては安全が向上

するものでないといけないということが求められております。８０ページの中で、２つ目

のポツでございますけども、今回の審査の中では、中央制御室が島根の場合、１、２号共

用でございます。１、２号共用であることについて問題はないのかという視点での説明を

行っております。 

 ８１ページをお願いいたします。左側にフローを、右の下のほうに基準適合性の判断基

準を書いておりますけども、重要な安全施設については、共用または相互接続することに

より安全性が向上すること、通常の安全施設については、共用により安全機能を損なわな

いことが判断基準となってございます。 
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 中央制御室は、重要安全施設ということで、８２ページに安全が向上することについて

説明しております。字が小そうございますけども、共用・相互接続により安全性が向上す

る理由で書いておりますけども、運転要員の融通等ということでございます。１号廃止措

置段階であることを踏まえて、１、２号それぞれで必要な運転員を確保します。この運転

要員は、１号の要員であっても運転操作が可能なように、相互に異動しながら育成してお

りまして、また今後もそのようにいたします。そうしたことでこの中央制御室を共用する

ことによって、状況の把握や運転要員の融通が可能となることで、２号機の事故対応のサ

ポートがスムーズに行えると、よって、安全性の向上につながるということを御説明して

ございます。 

 続きまして、次のページ、お願いいたします。また内容が変わりまして、原子炉施設へ

の人の不法侵入等の防止が新たに規制要求として明示されております。これまでも核物質

防護規定に基づきまして対応しているところでございます。これらにつきましても対応状

況のほうを御説明しております。 

 続きまして、次のページ、８４ページでございます。全交流動力電源喪失対策で、外部

からの電源が遮断された場合の対応としましては、非常用ディーゼル、高台にガスタービ

ン発電機も設置しておりますけども、それとは別に、設計基準対応としましては８時間、

シビアアクシデント対応としましては２４時間でございますけど、今、こちらのほうでは

設計基準対応の８時間の説明をしておりますけども、８時間対応できるように、鉛蓄電池

の非常用蓄電池でございますけど、例えばＡ系、Ｂ系とありますけども、Ｂ系で４，５０

０アンペアアワーと書いておりますけど、蓄電池設備を増強して、従前は負荷の切り落と

しによって対応しているところを、負荷の切り落としをすることなく対応できるように設

備の増強を図っております。 

 続きまして、次のページ、燃料体等の取り扱い設備及び貯蔵施設ということでございま

す。福島の事故の際には燃料プールの状況がなかなか把握できなかったということで、燃

料プールの水温や水位等について、非常に厳しい環境であっても監視できるように求めら

れております。また、燃料取りかえ機、下のほうに漫画描いておりますけれども、燃料が

落ちて悪影響がないかということが求められておりまして、もともと燃料取りかえ機につ

いては、ワイヤの二重化を図るですとか、電源が喪失したときにはブレーキがかるという

ことを説明しております。 

 次のページ、お願いいたします。こちらのほうは燃料プールの監視設備の状況でござい
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ます。もともとつけていたものに加えまして、赤字が重大事故対応、緑色のものは設計基

準兼重大事故対応ということで、左側にありますように、ガイドパルス式、パルス信号を

発信して水位を検出するものですとか、ヒートサーモ式ということで、熱電対を用いて、

また熱電対を加熱することで、非常に苛酷な環境でも検出できる燃料プールの水位計、ま

た、ＳＡ条件でも測定できる放射線モニター、また、カメラの設置などをしているという

ことを説明してございます。 

 そして、最後になります。８７ページでございますけども、放射性廃棄物の処理施設に

ついてでございます。こちらでございますけども、固体廃棄物は、固化方式をプラスチッ

ク固化からセメント固化に方式の見直しを行います。なぜこの新規制で固化方式の見直し

かと思われるかもしれませんけども、発電所でシビアアクシデントの対応が必要となった

場合には、可搬型の設備、例えば大量送水車などをアクセスルートという地震があっても

しっかりと使える道路を通ってアクセスしまして、そして事故対応を行うということにな

りますけども、設備のプラスチック固化のための液体が原子炉建物の近くの屋外にござい

ます。仮にこの固化設備、可燃性でございますので、燃え上がったというときに、なかな

か事故対応に苦慮するということがございまして、固化方式をプラスチック固化からセメ

ント固化に見直すということを説明してございます。 

 次のページでございますけども、中ほどの表に書いておりますけども、プラスチック固

化方式からセメント方式にするということで、１つのドラム缶の中に入れれます放射能の

量がどうしても小さくなるということで、プラスチック固化であれば８０本程度であった

ものが、セメント固化であれば４００本程度発生すると。これにつきまして、本数が増え

るんだけれども、作業員について、放射線業務の従事者にとって被曝は増えないのかとい

う御質問がございまして、非常に粗い評価ではございますけども、内包する放射能の量が

その分減るので、結果的には表面の線量率もその分下がって、被曝への影響は問題となら

ないということを審査の中で御説明しております。 

 いろいろな説明になりましたけども、設備関係の審査の状況は以上でございます。 

○田中ＧＬ 御説明ありがとうございました。 

 そうしますと、プラント関係の議論に移りたいと思いますが、ご覧のように審査項目は

多岐にわたっておりますので、地震・津波のときみたいに論点絞りませんけども、最初に

発言された顧問の御意見に関連する御意見を極力優先してお聞きしたいと思います。話題

が行ったり来たりしないよう、ある程度関連での御発言を優先したいということになりま
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す。 

 そうしますと、どなたからでも結構ですので、どの項目からでも結構ですので、先陣を

切ってどなたか御発言をお願いいたします。 

 それでは、杉本先生、よろしくお願いします。 

○杉本顧問 私、シビアアクシデント関係が専門といえば専門、最初のほうの重大事故等

対策の有効性評価、５２ページ以降のところ、ＰＲＡを実施したようなことが書いてあっ

て、内部評価ですとレベル１とレベル１．５をやってますが、その後ろのほうでも何かま

たＰＲＡを見直したということがあるんですが、これはレベル１．５は、島根２号機のプ

ラントスペシフィックなシステム構成とかデータでやっておられるのか。それともＢＷＲ

グループのモデルプラントみたいなのかどうか。そこでリスクの観点からリスクドミナン

トのシーケンスなんていうのは同定しているのかどうかというのを少し確認したかったん

ですが。 

○岩崎担当部長 岩崎でございます。まず、ＰＲＡにつきましては、このモデルは、もち

ろん島根２号固有のモデルを作成して評価してございます。 

 そして、評価を見直したところにつきましては、地震と津波のＰＲＡにつきましては、

最初にお出ししておったものは、昔の６００ガルであるとか８．５メーターといった津波

に対してのＰＲＡ評価でございましたので、基準地震動、基準地震と基準津波が変わった

ということを踏まえまして、地震・津波ＰＲＡの評価をやり直して御説明しております。 

 そして、リスクドミナントのケース、内部事象、炉心損傷、それから格納容器破損とい

うとこでのリスクドミナントになりますものとしましては、５５ページのほうに書いてお

りますけども、崩壊熱除去機能失敗というところで、注水には成功するけれども、崩壊熱

除去に失敗するといった事象が支配的な事象でございます。 

○杉本顧問 多分先行炉も似たようなあれかなと思うのですけども、こういう質問をした

のは、最近、１Ｆの事故時に１号機、２号機の当直長をやってられた方の話をちょっと聞

きまして、電源がなくなって、大変長く苦労して、そうすると、本当に限られた情報で、

今何が起きてて、次、どういうことが起きて、そのためにどう対策をとったらいいかとか、

もちろん上の所長とか、いろいろコミュニケーションもしなきゃいかんので、これは大変

だなと思いまして。ですからきょうお話しされた規制庁対応ってもちろん大事で、それを

やるだけでも大変なのは百も承知の上で、さっき野口先生がおっしゃられたように、何か

ぽかっとあいたようなことがもし起きたら、今後、大きなリスクというのはそういうとこ
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ろしか多分なくて、これでやれば１００％対応という話ではなくて、これをした上で、あ

との半分というのは大き過ぎるかもしれませんが、それ以外のところがあって、それに対

応できることがかなり問われるんだと思うんです。１Ｆの状況からいろいろ私も感じたと

ころでは。そのためには、炉物理から始まって、熱水力も化学も、基礎的なことも知った

上でマネジメントとかコミュニケーションとかリーダーシップなんかも必要だと思うので、

そういう人材育成なり、今のＰＲＡの情報だって、やっぱり比較の問題で、自分のプラン

トをよく知っているのと知らないのとでは全然違うので、そういう情報も含めて上から下

へ全部共有している必要があって、なおかつそういう想定外に対応できる能力を身につけ

るのがかなり重要なのかなということで、そういうのをどこまでやっているか、いつも同

じようなことを聞いて申しわけないんですけど、例えば学会なんかでやってるのにも参加

したり、あまり電力さんだけで固まらないで、いろんな広く情報を求めたり、いろんな活

動に参加されるのがいいのかなというのですが、規制対応が全てではないといつも頭のど

こかに置いていただきたいというふうに思いました。 

○岩崎担当部長 まず、やはり我々、これほど設備対応しましたけれども、相当にやって

きたと思っておりますけれども、これを使いこなしていくところが非常に重要でございま

す。そうした意味での設備をしっかり使える訓練をこれからも継続してやっていくと、そ

してもう一つ、ＰＲＡという、こういうぽっかりとあいたようなところがないように、リ

スク的な目ですとか、安全屋としての目ですとか、そういう能力を持った人間を育成して

いくこともやはり重要ということで、ある程度設備もわかって、そしてこういうリスク評

価もできる人間ということで、そういうことで、今、若手・中堅クラスを中心に、ＰＲＡ、

もちろん年配のクラスもある程度リスクとかの勉強をするようにやってますけども、そう

いうことで、そういうリスク等の講習、研修会というのはかなり力を入れて、今現在、参

加しているところでございます。 

 また、当直につきましても、他電力と交流しまして、いろいろとスキルアップですとか

知識の向上等、必要だと考えておりますので、引き続きまたより一層力を入れて対応して

いきたいと考えます。 

○杉本顧問 ぜひ前広にやっていただきたいと思います。 

○田中ＧＬ ありがとうございます。 

 それでは、関連して、野口先生、よろしくお願いします。 

○野口顧問 ＰＲＡの話題が出ましたので、そちらの関連質問をします。 
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 ５２ページで質問しますけど、やっぱり５２ページを見ると、ＰＲＡの結果として気に

なるのが幾つかあります。一つはやっぱり炉心損傷頻度という、恐らく中央値だと思いま

すけど、中央値でＰＲＡの結果を示そうということ自体がもうさすがに無理なんじゃない

かと思っています。確率のリスクを計算しているから分散出てますよね。これ、どういう

ふうに見ようとするのかでいろいろ意味がありますけど、例えば１０のマイナス６乗とい

うこと自体が一つの受容限度だとすると、その分散のどこで見るか。中央値がクリアして

おけばいいのかとか、分散のどこかで見るか、エラーファクターはどうなのかで全然意味

が違うので、この中央値だけぽんと示してどうだというのはもうさすがに無理でしょうと

いうことです。 

 あと、これは中国電力さんの問題じゃなくて、原子力のＰＲＡ自体の一つの課題かもし

れませんが、炉心損傷頻度で内部事象運転レベル１という書き方もやっぱり無理があって、

こう書くと、内部事象があらゆるものが網羅した段階で計算したように見えますけど、内

部事象だって、審査書を見ているとどういうものをイニシャルイベントと考慮したかはわ

かりますが、でもそれは一つの前提条件のあるときの話なので、ＰＲＡの前提は明確に示

しておくことが大事だと思います。そういうふうにリスク評価を活用する時期に来ている。 

 それから、リスク評価の使い方として、ややもすると対策をとって、より発生確率が下

がったところに対して評価をして、これだけ下がったぞということを示す傾向があるんで

すけど、リスク評価というのは分析対象としたリスクにのみに対してしか言及できないの

で、対象としてないリスクやシナリオに対しては何も言えません。安全側から見ると、リ

スク評価というのはほかに大きなリスクはないかと一生懸命探すところに意義があって、

こんなにリスクが下がったぞということは、使い方の一端でしかないので、やはりそうい

う使い方を気にしてもらいたい。また、全体的な発生確率だけで見るだけじゃなくて、例

えばいろんなシナリオの中で、ここのシナリオでちょっと弱いところがあるという、どう

いうところに対策系を重ねていくかという、そういうところに意義があります。安全にＰ

ＲＡをどういうふうに活用して、どういうふうにしているかというところがわかるような

説明をしていただきたいということがお願いです。 

 繰り返しになりますけど、中央値を出して、これだけですよというリスク評価の時代は

終わったと思います。 

○岩崎担当部長 ５２ページでお示ししていますＰＲＡといいますと、シーケンス選定の

有効性を見るために、今、対策をする前にどんな状況だったかというＰＲＡでございまし
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て、今後、プラントが立ち上がった後でございますと、実際に新しく対策をした状態での

ＰＲＡ評価をお示ししていて、安全性向上評価という中で国に提出していくことになりま

す。そうした中では、もちろん数値が小さくなったことも示していくんですけれども、今、

ＰＲＡ自体を高度化していく取り組みも事業者全体でしておりまして、そうした中で、こ

のＰＲＡを安全を向上していくために生かしていく方策というのをしっかり考えていきた

いと思います。 

○野口顧問 そうですね。ぜひ、アメリカのＰＲＡなんかは必ず分散も含めて出している

のですけど、どうしても日本の場合は中央値だけになってしまう傾向にあります。また、

ややもするとＰＲＡがメーカーに依存しているところがありますが、設計時のメーカーの

ＰＲＡと電力が本当に必要なＰＲＡというのは同じじゃないと思ってますので、ぜひ電力

さんのノウハウを入れた格好で、より運転に使えるＰＲＡということで、いろんな問題点

を把握していただきたいという依頼であります。 

○岩崎担当部長 ありがとうございます。 

○田中ＧＬ ありがとうございました。 

 引き続きまして、吉川先生、よろしくお願いします。 

○吉川顧問 今、ＰＲＡのほうに話題が行っているので、その関連で質問というかコメン

トしたいと思います。 

 今、５２ページに集中しているように、これは新規制基準でＰＲＡで評価して見ている

のと、シビアアクシデントの対策ということを確認せよという、向こうからの要請事項に

沿ってやっておられるので、ＰＲＡの手法がどうとかいう研究の話と違うと思うので、や

っておられることは理解しているんですけど、この数字の出してこられているＰＲＡの実

施範囲のレベル１とか１．５とか、地震レベル１とか、津波レベル１とか内部事象停止時

レベル１という意味を、普通の人、聞いてわからないのですね。そういう説明はされたほ

うがいいのではないかと思いますが、今までのレベル１というのは炉心溶融までの話であ

って、その次の１．５、格納容器の破損までであってということだと思うんですね。しか

もシビアアクシデントが起こってからの後の話は多分評価されてないレベルのものである

ということで、内部事象ということは人的事象とか機械の故障とかそういったことで、地

震とか津波とかいうようなものは全部考慮しない仮定のＰＳＡであります。 

 そのときに、地震を仮定するともっと高くなるはずなのですけど、あまり高くならない

数字で、炉心溶融頻度とか、津波も仮定すればたちまち上がるはずなのですね。オーダー
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が上がるはずなので、同じオーダーだからおかしいなと思います。何か仮定がちょっと違

うのか、あるいは手法が非常にプリミティブとか、その辺もＰＳＡやっている人からいう

と、これは直にやったわけじゃないけど、大体理解できてるので、この数字はちょっとお

かしいなと思いました。 

 それから、内部事象停止時レベル１、どういう意味か見当がつかないんですが、プラン

トの停止時に内部事象だけが生じたとしたときのレベル１のＰＳＡという、そういう意味

でしょうか。もちろんこの手法というか、そういう数字があって、これは一応他社の再稼

働しているやつも同し格好の手法でやっておられるというふうに理解しておりますが。 

 あと、今、質問も含めて言ったのですけど、一番大事な話された、自分でやれるか、他

者任せにするかという方向ですけど、自分でやると、これからは電力会社がやっていくん

だと前からおっしゃってたのですよね。これは自分らでやっておられるのかどうかを、そ

れをはっきりされたほうがいいと思って。 

 あと、進捗についてお聞きしたいのですけども、レベル１ＰＳＡでもいいのですけど、

人間とのインタラクションは必ず入ってくるので、シビアアクシデント対応を考えると、

可搬機器を人が運んだりだとか、そういうものも入ってくるんですけど、そういうときだ

とシビアアクシデントのときの対応のための手順を全部設計してないと評価しようがない

ですよね。今やっておられるのは、そういうことは全部考慮せずに、手順の、人が何が組

織的に行動するということは全部無視してやっているものなのか。その辺の何か数字が信

用できないなと思ったんですけども。その辺、お考えですね。 

 あと、規制庁の人の、まあ審査中なのですが、どういう意見が出ているのか、それを聞

かせていただけたらと思います。よろしくお願いします。 

○岩崎担当部長 岩崎でございます。なかなか先生ほどＰＲＡあたりの造詣がございませ

んで、いい説明になるかわかりませんけれども、まず、可搬機器の扱いにつきましては、

今回はまだそういう設備を導入する前の段階でのＰＲＡでございまして、今後、可搬機器

を扱っての炉心損傷の頻度などがどのように下がっていくかに、今、まさにＰＲＡを高度

化しておりまして、ヒューマンエラーをどのように与えて、そのときの定数もどのように

使ってやるかもＢＷＲ全体で今モデルの高度化を図っているところでございまして、それ

は今後の中で対応していくということでございます。 

 そして、この中で内部事象の停止時レベル１でございますけども、これは定検のときに、

最初の期間はまだ崩壊熱が出ていて、そのような状況で例えば残留熱を除去する系統が壊
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れて、燃料が炉心にある状態で炉心損傷しないかといった停止時のいろいろなフェーズで

炉心損傷に至る確率を評価するというのが内部事象の停止時の評価というものでございま

す。 

 そして、ＰＲＡを自分でやれるかでございますけども、ＰＲＡというツールの土台とい

うか、システム自体を作っていくというのは、やはり相当に力がないとできない、事業者

としてまずやるべきなのは、ＰＲＡというツールをしっかり発電所の運用の中で生かして

いくということが大事だと思っておりまして、現在でも今の停止時の状況で何がリスクで

あるというようなことを発電所の朝会などで確認し合って、作業工程をつくる段階で、こ

の工程だとこのところが弱いので、こういう工程は見直ししていこうとか、また、今日は

天気も悪いから、この電源系統の作業はやめようとか、そのようなことも今の中で対応し

ております。そういうＰＲＡをもっと生かしていくという意味で、今、人数としては５人

から１０人までいかない人間ですけども、ＰＲＡをかなり理解している人間を育成してい

くということをやってます。ですから自分たちでＰＲＡを活用して運用していくところは

やっていくと。ただし、そのツール自体、システム自体をつくっていくことは、やはりメ

ーカーに、当社の実態を入れ込んだツールを、メーカー任せにするのではなく、ＰＲＡの

ツールは一緒につくり込んでいくというような形で事業者として関与していこうと考えて

おります。 

 また、数値がどうかというところで、ＰＲＡの地震とか津波とかのオーダー的にどうか

というところはありますけども、これにつきましては、ハザードを設定して、いろいろな

地震のハザード、津波のハザードをつくって評価したものでございまして、今後、評価に

用いてますいろいろな数値の例えばヒューマンエラーの定数であるとか、そういうところ

も今後、今、精緻化と、ＰＲＡの高度化をここは今進めているところで、ちょっと私、こ

の値の大小で何とも……。 

○吉川顧問 今、それで、地震のときに内部事象が重畳するわけですか。地震が起こった

ときに内部事象が起こる確率、絶対上がるはずなんでね、だから同じオーダーということ

はあり得ないです。オーダー上がってきてマイナス４乗になるとかね、いうふうになるは

ずなのですね。津波でもですね。だからどういう前提でこういう数字になっているのか、

わからなかったということ、調べていただいたらいいと思います。 

 あと、今の流れとしては、ＰＳＡを、ＰＲＡでもいいですけど、中でやれるようにする

ということ、これはとにかく再稼働の審査が通ればいいだけという話じゃなくて、今後、
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リスクインフォームドメンテナンスとか、そういうメンテナンスの安全度を上げるという

のが、規制当局もそういう方向に行くように指導しておられるようですから、そういう中

では当然中で、そういうメンテナンス時にどういう工程がいいとか、そういった機械のメ

ンテナンス上の仕組みを高度化してＬｉｖｉｎｇＰＲＡという形を使うわけですから、だ

からそれは自分達でやらないといけない。ぜひそれは今後、ソフトは自分で開発せえとま

では言いませんけども、電中研のほうで立派なソフトをつくろうと言っておりますから、

それをすぐに中で使えるようにするとか、そういう方向でぜひ一段と進展していただけた

らと思います。ＰＲＡはこの程度にさせていただきます。 

○岩崎担当部長 ありがとうございます。またしっかりと取り組んでまいります。 

○田中ＧＬ ありがとうございました。 

 続きまして、太田先生、よろしくお願いいたします。 

○太田顧問 専門外ですので、ちょっと御容赦して聞いていただきたいんですけど、先ほ

ど来のテーマがＰＲＡですから、これに絞って申し上げます。規制庁対応のためにいろい

ろ検討されていて、これでということと、でもそれだけでは不足ですという話はもう既に

ありました。でも、実際に安全を追求するために、個々の技術者あるいは一つの電力の範

囲の中で一生懸命やっても、人材もまだまだ不足しておりますし、そして一人の技術者が

考えられるシナリオというのは当然限度があるわけですね。そうすると、この形式のＢＷ

Ｒをつくっているメーカーがあって、そしてそれをおさめている電力があって、そこでも

同じようなことを検討されているはずだと思うわけです。そうすると、この顧問会議に説

明するだけでなくて、県民の方にも説明するためにも、どれだけ電力界が一つになって、

あるいはメーカーを真ん中にする、あるいは囲んで、できるだけ多くの可能性、シナリオ

をみんなで検討し合って、先ほども出てきたぽっかりした穴があかないような、さらに、

サイト特有のいろんな問題も入れることによって、本当に安全な設備の強化と、それから

今後の運転に向けた対策への取り組みについてもう少しわかるように説明していただける

とありがたいです。もし、まだやっておられないのであれば、きちんと手を結んでやって

いただきたいと思っております。 

○岩崎担当部長 ありがとうございます。岩崎でございます。一人の技術者であるとか、

また、電力、我々だけではなくて、やはりメーカーも交えて、集まって、電力なりメーカ

ーなり、そういう大きな枠組みの中で知恵を出して、そして安全の向上につながるように

ＰＲＡを生かしていきたいと。今、実際、各社もそのようにＰＲＡを生かしていくところ



－45－

を取り組んでおりますけど、悩みながらやっているところもございますけれども、我々も

いろいろと、どんどん人も育成していってますので、安全につながるように、活用してい

けるように、よく考えていきたいと思います。 

○長谷川副本部長 今、御指摘いただきました。今日はとりあえず審査の状況の御説明で

すので、これでもし審査合格しましたら、今度フェーズが、今まさしく顧問おっしゃった

ように、県民の方に審査以外の、私ども中国電力、あるいは事業者、そういった取り組み

も御説明をしていかないと、なかなか安心につながらないと思っておりますので、その節

は、今日御指摘いただいたようなことも十分反映しながら、また御指導いただければと思

います。よろしくお願いいたします。 

○田中ＧＬ ありがとうございました。 

 時間も大分少なくなってきておりますので、確率論的リスク評価に限らず、プラント関

係の審査項目、幅広で御発言いただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 では、佃先生、先に。 

○佃顧問 個別になりますけども、外部事象ということで、６８ページのところで、これ

も将来的な説明という意味で、もうちょっと深めてほしいとこで、一つは船舶の衝突で、

一番衝突のリスクが高まるのは津波が来たときとか、そんなところだろうと思って、その

ことについてはあんまり明確に書いてないというのがちょっと気になっていて、船舶とい

うのは、故意でない限り突っ込んでこないという環境ではあると思うんですけども、一番

リスクが高まるのは、海上保安庁の警備船が近くに来て警備しているときとか、あるいは

港湾で荷揚げをしているときとか、そういうリスクが高まるときにどうコントロールでき

るかというオペレーションの部分まで踏み込んでやっていただくと安心が高まる気もする

んですね。当然保安庁だとプロ中のプロだから、すぐに沖合に逃げていくでしょうし、あ

と、コントロールできるというか、そういう港湾に近づく必要があって入ってきていると

ころは当然沖合に逃げている、オペレーションをされると思うので、そういうリスクは少

なくなるという、そんなとこまで書いていただくと、より具体的になっていいんじゃない

かなと、今後かもしれないですけど、お願いしたいと思っております。 

○岩崎担当部長 ありがとうございます。岩崎でございますけど、船舶の衝突につきまし

ては、実際の審査資料の中では、発電所の前での船の運航状況を確認しておりまして、ゼ

ロから３．５キロメーターであったかと思いますけど、この中には船舶は移動してない、

小型の釣り舟のようなものは別として、１０メーターであったかと思いますけど、大きな
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船舶は動いていないということで、あともう一つは、実際にそういうところに船があった

としたときに、津波のときにどのように流れてくるんだという評価をいたしまして、発電

所のほうに到達する可能性は小さいという評価をしてございます。 

 それから、荷揚げ時のリスクというところ、荷揚げ時に福島の際にも船がいてというこ

とがあったかと思うんですけども、これにつきましては、通常、荷揚げをする際には、津

波が起きた場合にはどのように対応するかを事前に確認をして、手順等も整備していると

記憶してございます。審査の中では対応を説明はしているという状況でございます。 

○佃顧問 基本的にはそうだと理解しているんですけど、こういうふうに書かれると、何

も書いてないような、気になってしまうので、申しわけないんですけど。 

○岩崎担当部長 ６８ページの、またこの辺の書き方も誤解がないように配慮していきた

いと思います。 

○田中ＧＬ 続きまして、では、芹澤先生、お願いいたします。 

○芹澤顧問 今の佃先生の御質問と若干の関連はあるのですが、この１つ前のページの６

７ページのところに「風（台風）」として３０メーターというのが書かれておりますが、

この数値がちょっと小さ過ぎるような気がするのですけれども。というのは、竜巻の場合

には、過去の経験ということで、Ｆ２の最大値の６９メーター、実際にはＦ３の最大値の

９２メーターですか、とっているわけですけども、この台風の影響についてはそういう意

味での裕度が少ないような気がするのですね。というのは、去年の台風２１号の場合に、

これは関西空港の場合には特殊なケースかもわかりませんが、最大風速で４６．５メータ

ー、それから内陸部の京都でも２２メーター近く、それから彦根でも２５メーター近く、

それから湾のある敦賀で２６メーターを超えるということですし、将来の気候変動という

ものを考慮すると、やはり３０メーターという数値はちょっと小さいというような印象を

受けるのですが、その辺はいかがでしょうか。 

○岩崎担当部長 岩崎でございます。この風速は、瞬間最大風速と最大風速がございまし

て、最大風速での３０メーターというところかと思います。ある程度平均的な値としての

値で、それで実際にはこの竜巻、過去に敷地の周辺での経験した実際の値をここでは書い

てございまして、実際の対応上は、例えば竜巻でも９０メーターを超えるようなもので設

計してございますので、３０メーターの台風が来たからといって問題になるようなもので

はないと。一応こちらにお示ししてますのは、実績値としての設計値ということでお示し

しておりまして、ただ、だからといってもこれを超えたらだめなんだというものではなく
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て、基本的にはある程度設計上もちろん余裕を見て、配慮していくことが重要だと思って

おりますので、経験してないところが来るというのは当然あると思ってますので、そうい

うところは注意……。 

○芹澤顧問 先ほど私が申し上げた数値というのは最大瞬間風速じゃなくて最大風速とい

うことですから、平均値的なものになっているわけですね。それでも３０メーター近くと

いうのが去年の場合にはいろいろなとこで観測されているわけですから、そういう意味で

の心配というのはやっぱり残っていると思うのですね。 

○田中ＧＬ 吉川先生、どうぞ。 

○吉川顧問 台風とか竜巻の話なので、それを中心にプラスアルファでお聞きしたいので

すけど、竜巻の対策で、飛んできたものが当たっても大丈夫にするようなイメージばっか

り書いてあるんですけれど、プラントの中の物が飛んでいくという、中のプラントのもん

が飛び出していったりしたらまずいわけで、倒壊するということはないとは思うのですど、

個別のパネルみたいなものが飛んでいくとか、ふたみたいなものが飛んでいくとか、そう

いうものがあり得るわけで、これはちょっと書いてないなというふうに思いました。 

 それから、７２ページに安全避難通路というのが書いてあったのですが、誤操作防止だ

の話はもういいですけど、安全通路関係、避難通路、７５ページ以降に７５、７６と書い

てありますけども、照明のことだけで、どう行くんやという通路ですね。所内のときにこ

ういう実態が起こったときにはどこの人がどこに集まるのですよというような話ですね。

まずは中に周知、こういう事態が起こったときにはこういう立場の人はこういうところへ

集合しなさいという、そういう班構成があって、安全要員がそこへ集まるという話と、そ

れからもう一つは、関係のない職員の人が所内で放射能事態になったときにはどこへ避難

しなさいという、台風のときでもそうですけど、両方あると思うのですけど、その辺のこ

とがちょっと書いてないなと思ったのですね。 

 それからもう一つ、最後、共用設備のとこで上げておられるのが、１号炉は廃炉になる。

２号炉はこれから運転しようという、そこの中央制御室は共用されているという話で、制

御室を共用されるけども、廃炉作業するところの運転員というのは、仕事は運転しないの

だから大分限られてますし、制御室の機能もフルデジタルみたいな、わかりやすさとか、

そんなに頑張らなくてもいい気もするし、おのずからそこ大分性格が違うのですね。同じ

ように人が、１号炉を見れる人も２号炉見る人もどっちもできますとかおっしゃって、何

か前提が、これから廃炉に移るところと運転するところとは全然、プラント全体の役目が
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違うのだから、初めから切りかえておいて、運転員もそっちはそれ要員で、そんなにたく

さん張りつける必要もないですし、何か共用と言いながら、実情を思うとちょっと妙な感

じがしたのですけどね。上げておられるのがそれだったので、共用設備いうのは一般にそ

れ以外にもいろいろあるのだけど、そういう辺をちょっと上げておられたことについて、

これはちょっとおかしいのではないかというふうな印象を受けました。以上です。 

○岩崎担当部長 ありがとうございます。 

 まず、１点目、飛来物の関係、飛んでいくものや飛んでくるものがあるということで、

まず、飛んでくるものに対しては、壁をつくったり、フェンスで守ってやると、飛んでい

くものに対しては、一つには、これは審査の中で御説明しておるんですけども、原子炉建

物の近くにあるものについては固縛してやって、飛ばないようにしてやる。また、ないし

はその周りに置かないようにしてやる。このエリアを置かないというような……。 

○吉川顧問 不要に物をそこへ放置したりしないようにするという。 

○岩崎担当部長 はい。そういうことをしっかり管理していかないといけないと考えてお

ります。 

 あと、もともと安全上重要なものは、地震が起きても大丈夫のようにかなりがっちりと

つくっていきますので、飛んでいって心配になることはないかなと思っております。飛ん

でくるものからしっかり守ってやるということが重要かと考えております。 

 あと、安全避難というところで、資料のほうは照明ですとかそういうところになってお

りますけど、実際の資料の中では、例えばフィルターベントを現地で行うといった場合に

はどういうルートを人が歩いていくんだと、そのための通路はどこなので、そういうとこ

ろの照明、明るさはしっかり確保しているというところを審査の中で説明しております。

それ以外の職員が避難するといったことについては、この審査の中では説明はしておりま

せんけども、重要なことでございますので、そういうところもしっかり手順等、訓練等を

対応していかないといけないと考えております。 

 そして、最後、設備の共用というところで、中央制御室、共用していく設備としまして、

安全上重要度の高いものは中央制御室しかなかったということで、中央制御室の共用が安

全上向上するものであるかは審査の中で確認されまして、論点として説明したというもの

でございます。 

 そして、その廃止措置中の１号の運転員も２号の運転員と同じような力量を確保してい

くのがどうかというお話あろうかと思いますけれども、我々としては、やはり廃止措置を



－49－

行う要員と運転員とはまた別だと思っておりまして、運転員については運転員としてしっ

かり育成していくと、そして、あなたは１号の運転員だから２号のことを知らないでいい

というよりも、まだ、今、１号のほうは燃料もございますので、１号の運転員、２号の運

転員、ローテーションしながら、両方の要員を力量を図っていくと、また、将来的に廃止

措置が進んだ段階では、そのときにはどのようにやっていくのが合理的なのかは考えない

といけない課題だと考えてございます。 

○田中ＧＬ 続きまして、勝田先生、よろしくお願いいたします。 

○勝田顧問 明治大学の勝田です。審査の長期化と安全対策について、大きく２問質問さ

せてください。 

 一つは、２年ぐらい前に柏崎刈羽で、水密扉がもう疲労が起きてしまったという話があ

ったと思います。恐らく水平展開でそちらに話が来ているとは思うのですが、たしか新規

制基準対応で、当初予定の２０倍ぐらいの使い方をしていて、運転してもいないのに劣化

が始まってしまったということが起きています。なので審査が長期化して、当初予定して

いなかったことが起きているというのが現状だと思います。 

 これについての質問ですが、一つ、水密扉については、今、そういう状況があるのかど

うかを教えてほしいというのと、２点目は、それ以外で、当初予定していなかった長期化

に伴って、せっかく取りつけた安全対策が既にそういうおかしなことが起こっているとい

うのがあれば教えてください。それがまず１点です。 

 ２点目は、特重施設についてです。これもほかの再稼働を果たした施設はやはり特重施

設ではかなり困っていて、かなりの負担になっているようです。以前の説明だと、もう既

に島根の２号については設計も終わって、建設という段階に入るという、たしかそういう

計画は見たのですが、今、どの程度の特重施設の進行状況になっているのか教えてほしい

というのがあります。たしか先日だったと思うのですが、規制委員会が、まだ動かしても

いないのに、今度はテロ対策以外の使い方ですよね。重大事故対策もちゃんと使えるよう

にしてくださいとか、それに向けての教育もしてくださいというふうに要求を始めるよう

になってきています。なので、まだ長期化している間にどんどんどんどん要求も増えてき

ていて、かなり大変なことになりそうな感じです。なので特重施設については、まず今ど

ういう状況にあるかというのと、あとはやはり、正直、特重施設という全く新しいことに

ついて、かなり混乱が生じているようなことがあって、それは当然のことであるかもしれ

ないし、逆にそういうところに気配りばっかり行って、ほかの安全対策がおろそかになる
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のもおかしな話ですから、正直なところ、どの程度負担なのか、どういうところが負担な

のか、あるいはどういうことが、ある意味規制委員会にこういうことをもっとしてほしい

とか、そういうのがあれば何か教えてほしいということです。以上です。 

○岩崎担当部長 水密扉で疲労して壊れたというお話は聞いておりますけれども、それを

踏まえて、うちのほうで同じような水密扉で壊れていないかということを一応確認したと

思っているんですけども、うちのほうはクマヒラ製作所というとこの非常にしっかりとし

た扉でございまして……。 

○橋本ＭＧ 水密扉について御説明します。 

 新規制基準でたくさんつけておりますけども、年に１回、詳細な点検を行いまして、例

えばゴム製品とか、そういう消耗品については定期的に交換をして、まだ新規制基準の検

査に合格はしていませんけども、毎年点検して、維持管理をしているという状況でござい

ます。 

 他プラントの不具合事象につきましても、水平展開を受けて、同様の事象が発生しない

か検討して、対応しております。 

○岩崎担当部長 あと、岩崎でございますけど、長期化しているということで、類似なお

かしなことが起こっていないかというお話ですけども、例えば可搬型の車両、大量送水車

ですとか、車両のもの、可搬型の対応を用意しておりまして、そういう車両において、例

えばバッテリーがなかなかふだん運転しませんので劣化して、いざ使えないということが

ないように維持管理にかなり苦労しているところはございます。また、いじり壊しじゃな

いんですけども、他社のほうでは点検のためにバッテリーを出し入れして、車両のショー

トが起きていることも聞いております。ちょっと類似なところでは、可搬型の設備の扱い

がかなり苦労しているところかと思います。 

 また、特重について、大変大きな設備でございまして、どこが負担になっているかとい

いますと、負担と言ってはあれなんですけども、もちろん国の規制に従って、テロ対策等

への安全をさらに向上できるための設備でございますので、必要な設備だとは認識してお

りますけど、やはり１００メーター程度離れたところにつくるというところで、そのため

の原子炉建物との間につないでいかないといけない。つないでいくためのルートというの

は耐震性が求められる。その耐震性が求められるものというのは大変工事がやはり大変で

ございますし、もちろんお金もかかるものでございます。そうした中で、大規模な工事で

あるということ、また、それから航空機がぶつかっても大丈夫という設計ですから、もう
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想像を超えるコンクリートの厚さのものになっておりまして、そういう大がかりな設備で

あるというところがやはり一番苦労しているところでございます。 

 あと、実際の建設ではなく、今、準備工事という、まだ設置許可もいただいてないとこ

ろですので、準備工事というところで、現在は土木工事というところをやっておりますけ

ど、その土木工事も相当大がかりな土木工事をしているという状況でございます。 

○田中ＧＬ ありがとうございました。 

 先ほど吉川先生のほうからプラント関係について幅広く質問いただきましたので、この

辺で最後の議題のほうへ移らせていただきたいと思います。 

 それから、佃先生、芹澤先生からは、外部事象のところで、ほんの概要しか書いてない

ところですので、なかなか次々疑問が湧いてくるところではあるんですけど、申しわけあ

りません。次の議題に移らさせていただきたいと思います。 

 そうしますと、最後、県の原子力防災対策に係る取り組み状況につきまして、こちらの

議題に移らせていただきます。 

 冒頭、国の原子力総合防災訓練が秋ごろに開催されるとお知らせしたところですけども、

本日は、県の原子力防災関係の取り組み状況について、改めて御説明させていただきます。 

 県の原子力防災対策室長の伊藤のほうから説明いたします。 

○伊藤室長 伊藤です。よろしくお願いいたします。 

 説明のほうは、資料に基づきまして、座って御説明させていただきます。よろしくお願

いいたします。こちらのほう、今回、原子力防災の全般的な概要がわかるようにというこ

とでまとめた資料でございます。 

 １ページ目のところに書いてございますが、こちらのほうは、原子力防災対策の枠組み

ということを書かせていただいております。ここには書いてございませんが、原子力災害

につきましても基本的に災害対策基本法に基づく災害の一つだという位置づけではあるん

ですが、やはり原子力災害の特殊性、あるいは広範囲に広がるといったような特徴があり

ますので、国としても原子力防災に対する責任ということはしっかり位置づけているとい

うことをまず冒頭に書いてございます。こちらのとおり、エネルギー基本計画、あるいは

原子力災害対策特別措置法、さらには事故が起こった際の賠償に関する法律、こういった

特別の体制を国としてもしっかり関与いただいているという状況でございます。 

 その中でも、地域原子力防災協議会、こういったものが各原発立地地域にできておりま

す。仕組みとしましては、避難計画等を含めまして、特段の認可とかいった仕組みはない
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わけですが、国としては原子力防災会議というのを中央でつくっております。その下部と

いうか、各地域ごとに連携して地域原子力防災協議会というのをつくりまして、その中で、

いわゆる立地地域、島根県でいきますと２県６市の範囲の全体の避難計画的なもの、いわ

ゆる緊急時対応と申し上げておりますけれども、そういったものをまとめていく。もう既

に何地域かできている地域もございますが、島根県のほうとしては、ここの地域防災協議

会の中の作業部会を中心に、今、この検討をいたしております。現在まで約１８回程度の

作業部会等も開きながらやっておりますが、冒頭、次長からの挨拶の中でもございました

が、国としましては、基本的に今年の秋、地域と国が共同で原子力総合防災訓練をすると

いうことになっております。そういった成果も踏まえてしっかりつくっていくという方針

でおられると聞いてございます。 

 ２ページ目以降が枠組みのところ、おさらい的なところも含めて書かせていただいてお

ります。御存知の方も多いかと思いますが、改めて御説明いたします。 

 まず、原子力防災対策重点区域というのが、いわゆるＰＡＺ５キロ、あるいはＵＰＺ５

から３０キロということで定まっておりますが、今まで島根地域でいいますと、こういっ

たエリア、図に描いてありますエリアになります。ＰＡＺにつきましては、旧鹿島町は全

域、島根地域の一部、あるいは古江、生馬の一部といったところが当たっている。次のペ

ージに人数は書いてございますが、約１万人程度の人口ということになります。さらに、

３０キロ圏となりますと、松江市の全域が入ります。さらに出雲市、雲南市、安来市、島

根県でいいますとこの３市の主要部、全て市役所が入るといったことになりまして、それ

こそ３ページ目にございますけれども、人口的に約３８万人の規模。これは島根県が７０

万、人口切っておりますので、半分以上ということで、相当我々としては大きい、全国的

にも３番目ぐらいの人口だと思っております。 

 ２ページ目の下のところは、これはいわゆる現状の原子力災害対策の枠組み、いわゆる

ＰＡＺあるいはＵＰＺ別に事態の進展に応じて避難をしていく仕組みを、これは国のもの

をそのまま書いてございますけれども、基本的に５キロ圏については放射性物質放出前の

避難を行う。あるいは５キロから３０キロのところについては影響に応じて、一旦屋内退

避していただきますが、放射線量の影響等に応じて避難を行っていくエリアということに

なってございます。 

 こういったことも踏まえまして、３ページ目になりますけれども、島根県におきまして

は、そういったことも踏まえまして、２４年１１月に避難計画等をつくっております。も
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ちろん地域防災計画も随時改定はしておりますけれども、一応ここの地図で描いてござい

ますが、避難先を具体的に定めております。こちらにちょっと行き先まで具体的に描いて

ございませんが、色塗りで大体行くエリアを示しておりまして、いわゆる青の地域、青色

の地域については基本的に島根県の西部地域、いわゆるＵＰＺ外の隠岐を除く地域に避難

していただく。これが１２市町で約１２万人ぐらいになると思ってます。さらに、広島市、

これは緑のほうで描いてある地域、出雲と雲南、松江の一部ということになりますけれど

も、こちらのほうが約２２市町に対して約１７万人の避難ということで当てております。

さらに、岡山県につきましては、安来の避難対象、あるいは松江の一部ということで、２

７市町村に約１０万人が避難するという形であらかじめ避難先を定めている。特にこれに

ついては具体的に避難地区と市町村をひもづけしているということになります。 

 やはり福島等を踏まえまして、２段目に書いてございますが、多くの住民が自家用車で

避難するといったことを前提に対応をとっております。ただ、自家用車の避難が困難な方

いらっしゃいます。車を持ってない方、あるいは何らかの事情でできない方につきまして

は、徒歩等であらかじめ定めた集合場所、一時集結所と呼んでおりますけれども、公民館

やコミュニティーセンターなどになりますが、そういうところに集合していただいて、県

が手配するバス等により避難をするということになります。避難ルートにつきましても、

幹線道路を中心としたルート、できるだけ複数設定するようにいたしております。 

 ただ、避難に当たっては、少し島根県の計画としては若干工夫をしているところがござ

いまして、こちらのほうは、４ページの図を見ながらやっていただければと思いますが、

一般の方のつきましては、こちらの図表の左側になりますけれども、先ほど言ったように、

自家用車の避難、あるいは一時集結所に集合しての避難、バスによる集団避難ということ

を想定しておりますが、いきなり避難所に行くのではなくて、それぞれの受け入れの市町、

市町村のほうで設定しているまず避難経由所というところに寄っていただくことにしてお

ります。こちらのほうは、いわゆるできるだけランドマーク的といいますか、わかりやす

い地域、あるいは駐車場が相当数あって、車を置くことができるところというのを、まず

そこを目がけて行っていただくことにしております。その上で、集まった人数等に応じて

避難所を開設していって、順番に避難していただくといったことにしております。 

 なぜこういう仕組みにしているかと申しますと、まず避難住民としては非常にわかりや

すいとこ、個別の避難所になると、いろんな小学校とか中学校になると大変でございます

けれども、そういったところにならないように、一旦寄っていくところを明確に示すと。
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さらに、受け入れ先についても、いきなり何千人分、何万人分の避難所を一気に立ち上げ

るのは難しいので、集まった数に応じて避難所を受けていただくといったことができると

いうことで、これは避難先とも相談の上、つくっております。 

 ４ページ目の上になりますけれども、一番福島を踏まえてポイントだと思ってますのは、

やはり避難行動要支援者をどう避難させていくのか、ここが一番大きな課題というか、ポ

イントになると思っております。 

 まず、病院の避難につきましては、図面でいいますと、こちらのほう、病院の避難につ

いては、これはなかなかあらかじめその都度病態が、いろんな患者さんがいらっしゃいま

すので、あらかじめ張りつけは難しいので、基本的にそのときの状況で、病態、どんな患

者がいるかを把握した上で、それに適合する病院をまず県内の病院、あるいは中国、山陽

３県の病院に避難していただくということを考えております。 

 あと、施設入所者あるいは在宅の避難行動要支援者につきましては、広域福祉避難所、

一般の避難所よりは、例えばバリアフリーのトイレがある、あるいは小さな部屋に分かれ

ている、エアコンがあるといったような、より条件のいい、生活環境が整った広域福祉避

難所というのをあらかじめ一般避難所と混同しないように確保していただいておりますの

で、そちらに避難していただくという仕組みにしております。そちらのほうで、こちらの

図面に描いてございますが、在宅要支援者につきましては、避難経由所に寄っていただい

て、広域避難所に行っていただく。あるいは施設については直接行っていただくといった

ような仕掛けにしております。もちろん長期的避難になることもあると思いますが、そう

いうときには第２次避難先を早期に調整していくといったような仕組みとしております。 

 ５ページ目になりますが、やはり避難先の確保も重要ですけれども、要支援者の方の車

両をどう確保していくのかというのがこちらも大きなポイントでございまして、こちらの

ほうは県のほうで各種調査をいたしておりますけれども、ＰＡＺのところで、バスはとも

かく、車椅子用の車両が必要な方、あるいはストレッチャー用の車両が必要な方につきま

して、約１００人程度いらっしゃる。５から３０キロ圏、これ全域になりますけれども、

同じように確認したところ、車椅子用の車両、あるいはストレッチャー用の車両、それぞ

れ車椅子用の車両の必要な方が約６，０００人強、ストレッチャー用車両が必要な方が約

２，８００人弱ぐらいということになります。ただ、こちらのほう、ＵＰＺの避難につい

ては、そもそも全域が避難指示が出るかということもあるわけですが、避難としてはやは

りＯＩＬ２の避難を考えた場合、それなりに１週間程度の避難ということもありますので、
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何とか地域にある、県内、あるいは確保のために結んでおります、中国５県とのタクシー

協会との福祉タクシーの確保に関する協定等を結んでおりますので、そういったことであ

る程度必要台数は確保できるんじゃないかと考えておりますけれども、やはりより円滑か

つ余裕を持った確保が必要ということがございますので、県としては今、国に対しても言

っておりますけれども、追加的な確保が必要だということで、ここのあたりをどうするか

ということを今取り組んでいるところでございます。 

 学校、保育所の児童生徒等につきましては、これは初期段階で一旦早期に帰宅してもら

うというのを基本としております。実際に避難するときには親さんと一緒に避難していた

だくというのを原則としております。ただ、やはり要支援者の中にはどうしても健康上の

理由からすぐに動かしては難しい方いらっしゃいます。その方につきましては、下段にご

ざいますけれども、即時に避難が困難な方に対しましては、放射線防護対策施設というの

を準備しております。こちらのほうは既存の病院あるいは社会福祉施設等の、特に原発か

ら近い地域のところについては特別な対応、いわゆる気密性を高める、あるいは陽圧にな

る装置をつけるといったことで整備しておりまして、現時点で医療、社会福祉施設、約２

０施設、防災拠点は７施設程度準備しているという状況でございます。 

 ６ページ目以降はそれぞれ避難に当たっての取り組みでございます。避難情報の提供な

どにつきましては、もちろん国、県等、さまざまなツールを行いますけれども、市町村な

どと協働いたしまして、訓練等でもやっておりますけれども、緊急速報やエリアメールで

あるとか、それぞれが持っているテレビ、ラジオ、あるいは関係市のほうで持っているそ

れぞれの広報車等のツールなどを使って情報提供していくということとしております。 

 避難先の受け入れにつきましても、岡山県、広島県等々が、円滑に避難が実施できるよ

う、協定も締結しておりますし、受け入れガイドラインなどの提示もしながら、受け入れ

体制を整えていただけるように対応をとってございます。 

 さらに、渋滞の対策ということでございまして、避難に当たっては、自家用車を使って

逃げる方も多いということございますので、あらかじめ避難経路は複数設定する。あるい

は信号機の遠隔地操作するための整備であるとか、渋滞発生の交差点等で警察官等による

避難誘導を行うよう体制を整えているところでございます。 

 屋内退避というのは、こちらのほうは、特に初期の段階、全面緊急事態の段階ではＵＰ

Ｚの方を中心にやっていただくことになりますが、こういったのもしっかりできるように

対応をしていく必要があるかと思っております。 
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 さらに、複合災害への対応いうことでございます。原子力災害単独の体制を中心に整え

ておるわけでございますけれども、やはり複合災害への対応ということについてもしっか

りとっていく必要があるということでございまして、例えば基本的にはどんな災害があわ

せて起こるかということがあるわけでございますけれども、基本的に他の自然災害、重層

する自然災害の防災計画等を組み合わせて対応するということになりますけれども、例え

ば地震でありましたら、まずは人命の救助のための対応をしっかりやっていく、道路等の

復旧をやっていくといったことをやりながら、原子力災害の対応が必要な段階になりまし

たら、あらかじめ定めた経路なども代替するとか新たに経路を設定する。あるいは応じた

さまざまな支援をしていくといったことで対応していくことになろうかなと思っておりま

す。 

 ７ページ目になりますが、モニタリング関係です。実測値に基づく避難等が行われると

いうことになりますので、国等の考え方も踏まえまして、現在、３０キロ圏に約１６２カ

所のモニタリングポスト、固定局、可搬局、簡易型等、さまざまなタイプございますが、

整備を終えているところでございます。緊急時モニタリングにつきましても、島根地域、

原子力環境センターあるいはＥＭＣになりますが、あとはオフサイトセンター並びに中央

のほうと連携して対応をとるという形にしてございます。 

 あと、避難退域時検査体制については８ページ目に書いてございますけれども、こちら、

いわゆる放出後の避難に当たっては、必ずこの検査をするということになってございます。

島根県としましては、３０キロ圏外のところに１４カ所の検査体制をとるように場所の候

補地を定めております。具体的に言いますと、原子力災害が発生した早期段階から県のＢ

ＣＰ等に基づきまして要員などの動員をして、全面緊急事態のころには１４カ所の体制が

とれるように準備を事前にやっていくといったことで、この１４カ所の候補地での検査の

運用をしていくといった検討をしているところでございます。 

 あと、９ページ目、安定ヨウ素剤、災害時医療のことについて書いてございます。安定

ヨウ素剤につきましては、５キロ圏のところについては事前配布の取り組みをやっており

ますし、もちろん緊急配布の体制、整えてございますけれども、希望者にはＵＰＺ３０キ

ロ圏につきましても事前配布ができるように対応をとっておりまして、現状、希望者に配

っているといった状況でございます。災害時医療につきましては、２つの拠点病院、ある

いは１９の災害時協力機関というのを定めてございます。 

 最後のページになりますが、災害は、どんな形で起こるかということもございます。万
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が一のときにはやはり実動組織の支援も不可欠だと思っております。そういったことを踏

まえて、自衛隊あるいはさまざまな実動組織に協力いただくことになりますが、現状、３

０キロ圏内ではこういった実動組織があるといったのを示させていただいてございます。 

 済みません。大変簡単な説明でございますが、現状の対応としては以上でございます。 

○田中ＧＬ それでは、質疑のほうに移りたいと思いますが、実は、終了予定時間の１７

時を既に５分ほど過ぎております。まことに勝手ながら、１７時２０分をめどに延長させ

ていただきまして、質疑の対応をしたいと思います。 

 それでは、御発言のある顧問の先生。 

 では、長岡先生、よろしくお願いいたします。 

○長岡顧問 大変わかりやすく説明していただいて、ありがとうございました。２点だけ

気になったことがあったので申し上げます。 

 １点は、さっきタクシーなんかを契約して、いざというときに動くということになって

たと思うんですけども、本当にタクシーの運転手までがそういう認識持っているかという

ところがやっぱり実際のときに効いてくると思いますので、そこのところはひとつお願い

したいと思います。 

 それからもう一つ、資料の８ページなんですけども、検査手順のところに、細かい話で

すけども、４万ｃｐｍを超えたら汚染があると認定しますとあるんですけども、この４万

ｃｐｍというのは、測定器一個一個によって全部意味が違ってきますので、この書き方は

ちょっと問題だと思います。書き方については、センターと相談していただければいい書

き方してくれると思いますので、よろしくお願いします。 

○伊藤室長 ありがとうございます。 

 では、２点いただきました。 

 タクシー協会のほうにつきましては、実はこちらのほう、例えば島根県の協会はもちろ

んですけれども、山陽３県、鳥取県も含めて、タクシー協会のほうと基本協定を２９年に

結びました。昨年のところで、タクシーについては、細かい運用の要領のなども今調整し

ておりまして、実は昨年から山陽３県についてもいわゆる研修、実際のときにどういう行

動をとるのかとか、研修も実はやっています。他地域、いろんな課題があるという話は、

現状、一応研修なども参加いただいておりまして、非常に円滑にいっているんじゃないか

と思いますが、ただ、これを今年以降も定期的にやっていこうかと思っており、取り組ん

でいきたいと考えております。 



－58－

 さらに、４万ｃｐｍのところにつきましては、済みません。ありがとうございます。こ

ちらのほう、ちょっと検討いたしまして、また改善していきたいと思います。よろしくお

願いします。 

○田中ＧＬ ほかにございますでしょうか。 

 それでは、太田先生、先にどうぞ。 

○太田顧問 ４ページのところに関することなんですけれども、このいわゆる災害弱者、

要支援者の方への対応まで、丁寧に対策を考えられていると理解しています。しかし、実

際にどこにどういう方が住んでおられるかという情報の把握がどこの自治体でも非常に困

っていると思います。これについて、島根においては、例えば寝たきりの方がどこに住ん

でいらっしゃるとか、あるいは介助しないと動けない人がどこにおられるということを例

えば町内会、自治会とかいうレベルで把握されているということなんでしょうか。要する

に対策の実効性はどれだけあるのかという質問になります。 

○伊藤室長 こちらのほうの先生のお話になった特に在宅の方、施設の方の把握はという

ことですけれども、それぞれの市町村のほうで、いわゆる在宅要支援者のほうの把握につ

いては名簿等をつくって把握していくという作業をしているところでございます。そこの

ところがそれぞれの市町村でいろんな運営をされておりますけれども、もちろん緊急時、

こういったのは原子力災害もですけれども、地震とか、自然災害も含めての運用になりま

すので、そこはそれぞれのところでしっかり把握できるようにやっておりますが、ここの

数字につきましては、ある程度時点時点で、例えば介護度とか障害度なんかを踏まえてど

んな車両が必要かという算定はいたしておりますけれども。 

○太田顧問 県の立場として、そのような回答をされることはよくわかりますけど、私も

実は自治会長、町内会長をやっていまして、同じような要請を上のほうから受けますが、

実際には、今日、個人情報保護法の壁があって、隣に誰が住んでいるかわからないという

ことで、把握ができないんですね。ですから、市町村にお願いしていますという説明もい

いんですが、本当にそれが、実効性、すなわち、把握が可能なのか、どういうふうな工夫

をしておられるのか、これは全ての全国の自治体等でも困っておられると思うので、その

辺のところの工夫を踏まえて、本当に何か災害が起きたときに誰が誰を助けに行くかとい

うことまで対策の準備ができるようになったらすばらしいなと思います、その辺のフォロ

ーまでしていただければと思います。 

○伊藤室長 ありがとうございます。本当にここについては重要なとこだと思います。各
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市とも相談しながら進めていきたいと思います。 

○田中ＧＬ ありがとうございました。 

 続きまして、渡部先生、お願いいたします。 

○渡部顧問 広報、あるいは住民の皆様の御意見を伺うというような立場からお話をさせ

ていただきます。先週、私の属しております海洋生物環境研究所（海生研）が、２０１９

年の事業報告会を開催いたしました。実は私ども海生研は、原子力規制庁さんの委託を受

け、全国の原子力発電所、地先海域でのモニタリング調査と、それに加え２０１１年から

福島県の沿岸、沖合、外洋の放射能調査を実施しております。今回の報告会は、事故後８

年の調査の進捗状況、経過を総括するということでございます。結論から申し上げますと、

東北３県、北から宮城、福島、茨城ですね、それらの海洋試料中のセシウム１３７放射能

濃度、海水であるとか海産魚、そして、海底土はいまだに若干高いのですけれども、既に

事故前の状況に戻っております。それでは安全性が確認され、３県、とくに福島の人々の

生活は元の状態に戻っているのかというと、実はそうではない。やはり福島の漁業という

のは非常に厳しくて、なかなか思うように漁獲物が市場に受け入れられないというような

ことがございます。福島はほかの県、岩手を含めまして、宮城や茨城と比べまして、２０

１１年のあの災害の形が違うというのは皆様のご想像の通りです。宮城、岩手はどちらか

というと自然災害という印象が非常に強い。しかし福島はどちらかというと原子炉事故、

それに伴う放射能汚染という人災なのです。茨城はその中間ぐらいの受け取り方といえま

しょう。どういうことかといいますと、事故から８年過ぎまして、環境中の放射能水準は

ほぼもとの状態に戻っているのですけれども、特に福島の方々の中には人災の印象という

ものが深くしみ込んでいる方もおります。御存じのように福島第二の炉も全て廃炉にする

ということが結論され、福島の１０基の原子炉は全てその対象となりました。この８年間

では、振り返ってみますと、熊本の地震、広島の水害などなど、いろいろな自然災害があ

りました。日本人にとって自然災害は、お天道様に唾吐いてもしようがないということで

しょうか、どこかで諦めるのですけれども、人災に関しては決して忘れない。８年たって

原子力利用に対する受容度がもとの状態に戻ったかというと、放射能安全に関する知識、

原子力安全に関する知識は深まったとはいえ、非常に厳しいものがございます。 

現在、島根に関しましては順調に安全審査も進んでいるようでございますけれども、

最終的には住民の皆様の賛意というものが得られないと、事業を進めるということは難し

いものもあるのではないかなということを感じております。そうであるとするならば、や
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はり広報、そして県民の皆様、特に、ＵＰＺ内の皆様なのかもしれないですけども、域内

の皆様の原子力に対する声を聞き取る努力を県主導で進めることが必要なのではないかと

思います。従来のように放射線安全・原子力安全に関する理解の醸成をはかるのみならず、

世論調査といいますか、それを定期的に行って、県民の皆様がそれらについてどのように

思っているのかというようなことを積極的に調査されたらどうか、というふうに思った次

第でございます。広報活動の技術の向上を図ることが重要であると思います。 

８年というのは結構長い期間です。報告会の会場にいらっしゃった方々も中には、「原子

力がなくてもやって来れたよね」、「原子力なくても天然ガスがあるからいいのじゃない

か」、というようなことをはばからず、あからさまにおっしゃる方もいらっしゃいました。

まだまだ原子力は厳しいアゲインストの風を受けなければならないのかなというふうに考

えているので、何とか順調に進むような手段というものを皆様で考えて講じられていただ

ければと思います。以上でございます。 

○伊藤室長 ありがとうございます。 

 ちょっと防災の話をさせていただきましたけれども、やはり住民の皆さんの理解をどう

進めていくかというのは重要なポイントだと思っております。県としてもさまざまな広報

をやっておりますけれども、どういったやり方がいいのか、毎年、そろそろやりますけれ

ども、原子力講演会とかなんかのテーマなども含めて、もうちょっとそこはどうやってい

くのか、県民の皆さんの意見をどう聞いていくのかということは引き続き検討していきた

いと思います。よろしくお願いします。 

○田中ＧＬ ありがとうございます。 

 続きまして、勝田先生、お願いいたします。 

○勝田顧問 僕も先日、避難している方に話を聞くことがあったので、それも踏まえての

話です。 

 広域避難についての説明があったのですが、やはり福島事故での一つの大きな経験とし

ては、自主避難者という人の存在だと思います。彼らを制度的にどう扱っていいのか、本

当にわからなくて、大変な混乱が生じました。今回もいろいろ広島県、島根県というふう

にルートを設定されてはいるんですが、実際彼らがどう動くかわかりませんし、ぜひとも

柔軟に、余裕のある計画というのをぜひ立ててほしいというのが依頼です。 

 特に２点目については、これも避難者から聞いたんですが、きょうの話では、タクシー

とか、そういう説明はあったんですが、一番混雑して道路を止めてしまったのは、やはり
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ガソリンスタンドというふうにおっしゃっていました。それで車が並んで、しかもようや

く待って、ガソリンスタンドにガソリンがなくて、それでまた社会的な混乱を生じてしま

ったというのがありました。それについて、じゃあガソリンスタンドをどう扱えばいいの

かというのはあると思うのですが、もしそれについて何か考えがあれば、あるいはもしな

いのであれば、ぜひともそこを考えてほしいというのがあります。 

 あとは、端的に言ってしまえば、こういう避難計画なんて実施しないのが一番ベストな

ので、本当は、きょうの中国電力さんの話も踏まえて、ぜひともこういうことがないよう

にというのがベストであると思います。 

 あとは、新規制基準の問題としては、実は防災計画とリンクしてないので、やはり実際

にどういうとこで事故が起きたり、どういうとこに放射性物質が流れたりとか、特に、恐

らく日本の場合だと、福島のことを考えると、自然災害とセットになる可能性も非常に高

いので、やはりそういう実際の事故と防災計画ってどういうふうにリンクさせていいのか

というのはまだ僕の中で見えてないとこがあります。なので、ぜひとも協力しながら、計

画は立てるんですが、結局こういう、ないようにしようというところで頑張ってほしいと

いう要望です。以上です。 

○伊藤室長 ありがとうございます。 

 自主避難者ということ、確かに福島のほうでも相当出ましたし、多分、実際に起これば

ある程度は出てくるだろうなと思ってます。そこはなかなか、逃げるなとは言えないんで

すが、そこはやはり平素からの広報であるとか、どういった仕組みでどのタイミングで避

難が出ていくかというのをしっかりお知らせする。あるいは災害時の広報をしっかりやっ

ていくということも重要でございますし、そういうこともやっていく必要があると思って

ます。ただ、県としては、先ほども避難退域時検査のところでも言いましたが、早期段階

で１４カ所の検査場を早期に立ち上げて、想定外の流動にも対応できるようにというのは

思っております。 

 ガソリンスタンドのことにつきましては、これもいわゆる２県６市と国と今やっている

作業部会等の中での議論にもなるかと思います。国も含めた外のほうから支援いただける

のかという話もございます。どこまでできるか現状言えませんが、重要なポイントだと思

っております。 

 あと、３番目は、御希望、御要望ということで、済みません。 

○田中ＧＬ ありがとうございました。 
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 そうしますと、先ほど予告した時間が過ぎてしまいましたけど、最後に締めの質問を原

子力防災担当の野口先生にお願いしたいと思います。 

○野口顧問 実はきょうお話があったように、原子力発電所の安全自体は規制委員会との

厳しい審査もあって、かなり進んでいると思っていますが、それに比べてやっぱり原子力

防災が、実効性のある防災の仕組みが立ち遅れている状況だと思っています。原子力防災

というのは原子力安全と防災の総合力なんですね。そこの連携がやっぱりできてないとい

うところが最大の問題です。言い方を変えると、行政と事業者と、それに市民のそれぞれ

の役割をしっかり果たすという仕組みをつくらなきゃいけなくて、今回の計画でもいろん

な細かいとこを見ていただいていますけど、やっぱり県の中の計画なのですね。いかにそ

の連携をちゃんとつくっていくかということが大事で、例えば中国電力さんは万が一事故

が起きたときには安全を担保するために精いっぱい頑張られていますけど、ただ、施設の

安全を担保するための活動が時として防災のための活動をディスターブすることがありま

す。例えば炉の安全のためにベントを開くということが実は避難行動に対して非常に問題

になることもあるのですね。そういうためには、原子力防災という仕組みを電力さんにも

理解していただいて、いつの時点でどういう情報を行政に出すことが市民安全につながる

かということも考えてもらわなきゃいけないし、そういう要望をちゃんと電力さんに伝え

ておくというのも行政の義務だと思います。 

 さらに言うと、市民の方は守られる立場だけじゃなくて、自分たちがいかに行動すると

自分たちの安全や地域全体の安全に寄与できるかということを勉強してもらわなきゃいけ

なくて、そのためには行政としては市民の方にお願いすべきことはきちっとお願いするし、

説明することは説明する。さっきおっしゃったように、いろんな意見や不安に対しては応

えていくという、そういうやり方をつくっていくことが大事で、やっぱり県の中だけで考

えていても限界があって、本当に実効性があるものに関しては、ぜひ行政と事業者と、さ

らに市民までの連携の仕組みを少しずつでもいいから確実につくっていただくことを期待

してます。以上です。 

○伊藤室長 ありがとうございます。 

 ちょっと個別に一つ一つ答えないんですけど、大変重要な視点だと思っております。や

はり行政の話だけではなくて、市民の皆さんにわかっていただく活動は非常に重要ですし、

先ほどいろんな安全審査との連携というのも確かに事故が起こってしまえば出てきますの

で、そこは御助言いただきましたので、しっかり考えていきたいと思います。 



－63－

○田中ＧＬ ありがとうございました。 

 それでは、最後の野口先生の御質問で終了させていただきたいと思います。 

 説明、質疑の御対応、長時間にわたりありがとうございました。 

 そういたしますと、本日予定していた議題がこれで全て終了になりますので、会議の閉

会に当たりまして、島根県防災部次長の奈良のほうから御挨拶申し上げます。 

○奈良次長 本日は、各顧問の先生方におかれましては、長時間にわたり大変有意義な御

議論をいただきまして、ありがとうございました。県としましても、今後も引き続き情報

提供の機会を設けるとともに、しっかりとその内容を確認をしていきたいと考えておりま

す。 

 また、国におかれましても、訓練を実施して、成果を踏まえて、先ほど申し上げました

緊急時対応を策定する予定と聞いております。防災関係につきましても引き続き御指導い

ただきますようお願いを申し上げます。 

 各顧問の先生方におかれましては、引き続き県の原子力行政への御理解と御協力をいた

だきますようお願い申し上げ、本日の会議を終わらせていただきたいと思います。本日は

どうもありがとうございました。 

○田中ＧＬ ありがとうございました。 

 以上をもちまして顧問会議を終了させていただきます。延長を含め、長時間の御対応、

ありがとうございました。 


